
 

 

 

 

 

 

均衡待遇・均等待遇に関する判例・裁判例の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                           

               〔中山・男澤法律事務所〕 

                 弁護士 高仲幸雄 

参考資料１ 



1 

 

Ⅰ．総論（労働契約法 20 条に関する判旨）・・・・・・・・・・・・・・・・・・５頁 

（１）法違反の効果・補充的（直律的）効力について 

（２）『期間の定めがあることにより』の解釈について 

（３）不合理性の判断方法・主張立証責任について  （４）労働条件毎の判断について 

（５）「その他の事情」について   （６）定年後再雇用について  

（７）比較対象とする正社員側の事情・正社員登用制度について 

 

Ⅱ．賃金制度・基本給・定年後再雇用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 頁 

（１）本給（基本給・資格手当）  （２）基本給（算定方法・水準・調整手当） 

（３）月給制・時給制（基本賃金・通勤費）  （４）定年後再雇用 

（５）無期転換社員 

 

Ⅲ．職務内容に関連する手当・待遇 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・26 頁 

（１）無事故手当         （２）作業手当 

（３）役付手当          （４）外務業務手当 

（５）能率手当・業務精通手当    

 

Ⅳ．勤務時間・勤務日に関連する手当・待遇・・・・・・・・・・・・・・・・・29 頁 

（１）時間外割増         （２）休日数（割増賃金） 

（３）早出勤務等手当・夜間特別勤務手当        

（４）年末年始勤務手当  （５）祝日給     （６）皆勤手当・精勤手当  

（７）大学夜間担当手当      （８）裁量手当 

 

Ⅴ．費用補助・福利厚生に関連する手当・待遇・・・・・・・・・・・・・・・・38 頁 

（１）住宅手当          （２）給食手当 

（３）通勤手当          （４）家族手当・扶養手当 

（５）物価手当          （６）地域手当 

 

Ⅵ．賞与・退職金等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・48 頁 

（１）賞与         （２）退職金     （３）褒賞             

 

Ⅶ．休暇・福利厚生等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・63 頁 

（１）年休の日数（算定方法）    （２）特別休暇（夏期・冬期） 

（３）病気休暇           （４）出産休暇・出産手当金 

（５）休職             （６）私傷病欠勤（欠勤中の賃金・休職給） 

（７）医療費補助          （８）祝金 



2 

 

［判例・裁判例リスト］ 

最高裁 

・ハマキョウレックス事件      最二小判Ｈ３０・ ６・ １ 

【労働経済判例速報２３４６号３頁】 

・長澤運輸事件           最二小判Ｈ３０・ ６・ １ 

【労働経済判例速報２３４６号１０頁】 

・メトロコマース事件        最三小判Ｒ ２・１０・１３ 

【裁判所ウェブサイト】 

・大阪医科薬科大学事件       最三小判Ｒ ２・１０・１３ 

【裁判所ウェブサイト】 

・日本郵便（東京）事件       最一小判Ｒ ２・１０・１５ 

【裁判所ウェブサイト】 

・日本郵便（大阪）事件       最一小判Ｒ ２・１０・１５ 

【裁判所ウェブサイト】 

・日本郵便（佐賀）事件       最一小判Ｒ ２・１０・１５ 

【裁判所ウェブサイト】 

高裁 

※は最高裁判決の原審 

・井関松山ファクトリー事件     高松高判Ｒ １・ ７・ ８ 

【労働判例１２０８号３８頁】 

・井関松山製造所事件        高松高判Ｒ １・ ７・ ８ 

【労働判例１２０８号２５頁】 

・メトロコマース事件（※）      東京高判Ｈ３１・ ２・２０ 

【労働経済判例速報２３７３号３頁】 

・大阪医科薬科大学事件（※）     大阪高判Ｈ３１・ ２・１５ 

【労働経済判例速報２３７４号３頁】 

・日本郵便（大阪）事件（※）     大阪高判Ｈ３１・ １・２４ 

【労働経済判例速報２３７１号３頁】 

・ハマキョウレックス（差戻審）事件 大阪高判Ｈ３０・１２・２１ 

【労働経済判例速報２３６９号１８頁】 

・日本郵便（東京）事件（※）    東京高判Ｈ３０・１２・１３ 

【労働経済判例速報２３６９号３頁】 

・学校法人産業医科大学事件     福岡高判Ｈ３０・１１・２９ 

【労働経済判例速報２３７０号３頁】 

・日本郵便（休職）事件       東京高判Ｈ３０・１０・２５ 

【労働経済判例速報２３８６号３頁】 



3 

 

・五島育英会事件          東京高判Ｈ３０・１０・１１ 

【ウエストロー・ジャパン】 

・九水運輸商事事件         福岡高判Ｈ３０・ ９・２０ 

【労働経済判例速報２３７８号３頁】 

・日本郵便（佐賀）事件（※）     福岡高判Ｈ３０・ ５・２４ 

【労働経済判例速報２３５２号３頁】 

 

地裁 

・名古屋自動車学校事件       名古屋地判Ｒ ２・１０・２８ 

【判例集未登載】 

・トーカロ事件            東京地判Ｒ ２・ ５・２０ 

【ＬＥＸ／ＤＢ：２５５６６２４２】 

・社会福祉法人青い鳥事件       横浜地判Ｒ ２・ ２・１３ 

【労働判例１２２２号３８頁】 

・学校法人明泉学園事件        東京地判Ｒ １・１２・１２ 

【労働経済判例速報２４１７号３頁】 

・学校法人中央学院（非常勤講師）事件 東京地判Ｒ １・ ５・３０ 

                 【労働判例１２１１号５９頁】 

・学校法人Ｘ事件          京都地判Ｈ３１・ ２・２８ 

【労働経済判例速報２３７６号３頁】 

・北日本放送事件          富山地判Ｈ３０・１２・１９ 

【労働経済判例速報２３７４号１８頁】 

・日本ビューホテル事件       東京地判Ｈ３０・１１・２１ 

【労働経済判例速報２３６５号３頁】 

・医療法人Ａ会事件         新潟地判Ｈ３０・ ３・１５ 

【労働経済判例速報２３４７号３６頁】 

・学究社事件       東京地裁立川支部判Ｈ３０・ １・２９ 

【労働経済判例速報２３４４号３１頁】 

・京都市立浴場運営財団ほか事件   京都地判Ｈ２９・ ９・２０ 

【労働判例１１６７号３４頁】 

・ヤマト運輸（賞与）事件      仙台地判Ｈ２９・ ３・３０ 

【労働経済判例速報２３１２号３０頁】 

・ニヤクコーポレーション事件    大分地判Ｈ２５・１２・１０ 

【労働経済判例速報２２０２号３頁】 

 



4 

 

【定年後再雇用における参考裁判例】・・・・・・・・・・・・17 頁 

・トヨタ自動車事件（名古屋高判Ｈ２８．９．２８） 

【労働経済判例速報２３００号３頁】 

・九州惣菜事件（福岡高判Ｈ２９．９．７） 

【労働経済判例速報２３４７号３頁】 

・東京地判Ｈ２２・７．９ 

【ウエストロー・ジャパン】 

 

※  判旨中の下線は講師 

※ 出典は原則として「労働経済判例速報」で表記した。  
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Ⅰ．総論（労働契約法 20 条に関する最高裁の判旨） 

 

 

（１）法違反の効果・補充的（直律的）効力について〔ハマキョウレックス事件〕 

「労働契約法２０条が有期契約労働者と無期契約労働者との労働条件の相違は『不合理

と認められるものであってはならない』と規定していることや，その趣旨が有期契約

労働者の公正な処遇を図ることにあること等に照らせば，同条の規定は私法上の効力

を有するものと解するのが相当であり，有期労働契約のうち同条に違反する労働条件

の相違を設ける部分は無効となるものと解される。」 

「同条は，有期契約労働者について無期契約労働者との職務の内容等の違いに応じた均

衡のとれた処遇を求める規定であり，文言上も，両者の労働条件の相違が同条に違反

する場合に，当該有期契約労働者の労働条件が比較の対象である無期契約労働者の労

働条件と同一のものとなる旨を定めていない。」 

「そうすると，有期契約労働者と無期契約労働者との労働条件の相違が同条に違反する

場合であっても，同条の効力により当該有期契約労働者の労働条件が比較の対象であ

る無期契約労働者の労働条件と同一のものとなるものではないと解するのが相当であ

る。」 

「正社員に適用される就業規則である本件正社員就業規則及び本件正社員給与規程と，

契約社員に適用される就業規則である本件契約社員就業規則とが，別個独立のものと

して作成されていること等にも鑑みれば，両者の労働条件の相違が同条に違反する場

合に，本件正社員就業規則又は本件正社員給与規程の定めが契約社員である被上告人

に適用されることとなると解することは，就業規則の合理的な解釈としても困難であ

る。」 

 

（２）『期間の定めがあることにより』の解釈について〔ハマキョウレックス事件〕 

「労働契約法２０条は，有期契約労働者と無期契約労働者の労働条件が期間の定めがあ

ることにより相違していることを前提としているから，両者の労働条件が相違してい

るというだけで同条を適用することはできない。一方，期間の定めがあることと労働

条件が相違していることとの関連性の程度は，労働条件の相違が不合理と認められる

ものに当たるか否かの判断に当たって考慮すれば足りるものということができる。」 

「そうすると，同条にいう『期間の定めがあることにより』とは， 有期契約労働者と

無期契約労働者との労働条件の相違が期間の定めの有無に関連して生じたものである

ことをいうものと解するのが相当である。」 

「本件についてみると，本件諸手当に係る労働条件の相違は，契約社員と正社員とでそ

れぞれ異なる就業規則が適用されることにより生じているものであることに鑑みれば，

当該相違は期間の定めの有無に関連して生じたものであるということができる。」 

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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（３）不合理性の判断方法・主張立証責任について〔ハマキョウレックス事件〕 

「労働契約法２０条は，有期契約労働者と無期契約労働者との労働条件の相違が，職務

の内容等を考慮して不合理と認められるものであってはならないとしているところ，

所論は，同条にいう『不合理と認められるもの』とは合理的でないものと同義である

と解すべき旨をいう。しかしながら，同条が『不合理と認められるものであってはな

らない』と規定していることに照らせば，同条は飽くまでも労働条件の相違が不合理

と評価されるか否かを問題とするものと解することが文理に沿うものといえる。また，

同条は，職務の内容等が異なる場合であっても，その違いを考慮して両者の労働条件

が均衡のとれたものであることを求める規定であるところ，両者の労働条件が均衡の

とれたものであるか否かの判断に当たっては，労使間の交渉や使用者の経営判断を尊

重すべき面があることも否定し難い。」 

「したがって，同条にいう『不合理と認められるもの』とは，有期契約労働者と無期契

約労働者との労働条件の相違が不合理であると評価することができるものであること

をいうと解するのが相当である。」 

「両者の労働条件の相違が不合理であるか否かの判断は規範的評価を伴うものであるか

ら，当該相違が不合理であるとの評価を基礎付ける事実については当該相違が同条に

違反することを主張する者が，当該相違が不合理であるとの評価を妨げる事実につい

ては当該相違が同条に違反することを争う者が，それぞれ主張立証責任を負うものと

解される。」 

 

（４）労働条件毎の判断について 

  ①賃金について〔長澤運輸事件〕 

「労働者の賃金が複数の賃金項目から構成されている場合，個々の賃金項目に係る賃金

は，通常，賃金項目ごとに，その趣旨を異にするものであるということができる。そ

して，有期契約労働者と無期契約労働者との賃金項目に係る労働条件の相違が不合理

と認められるものであるか否かを判断するに当たっては，当該賃金項目の趣旨により，

その考慮すべき事情や考慮の仕方も異なり得るというべきである。」 

「そうすると，有期契約労働者と無期契約労働者との個々の賃金項目に係る労働条件の

相違が不合理と認められるものであるか否かを判断するに当たっては，両者の賃金の

総額を比較することのみによるのではなく，当該賃金項目の趣旨を個別に考慮すべき

ものと解するのが相当である。」 

「ある賃金項目の有無及び内容が，他の賃金項目の有無及び内容を踏まえて決定される

場合もあり得るところ，そのような事情も，有期契約労働者と無期契約労働者との個々

の賃金項目に係る労働条件の相違が不合理と認められるものであるか否かを判断する

に当たり考慮されることになるものと解される。」 

 

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000016864b638786645b8c5&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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②賃金以外の労働条件について〔日本郵便（佐賀）事件〕 

「有 期 労 働 契 約 を 締 結 し て い る 労 働 者 と 無 期 労 働 契 約 を 締 結 し て い

る 労 働 者 と の 個 々 の 賃 金 項 目 に 係 る 労 働 条 件 の 相 違 が 労 働 契 約 法

２ ０ 条 に い う 不 合 理 と 認 め ら れ る も の で あ る か 否 か を 判 断 す る に

当たっては，両者の賃金の総額を比較 することのみによるのではな

く，当該賃金項目の趣旨を個別に考慮すべきものと解するのが相当

である（最高裁平成２９年（受）第４４２号同３０年６月１日第二

小法廷判決・民集７２巻２号２０２頁）ところ，賃金以外の労働条

件の相違についても，同様に，個々の労働条件の趣旨を個別に考慮

すべきものと解するのが相当である。」  

 

（５）「その他の事情」について〔長澤運輸事件〕 

「労働契約法２０条は，有期契約労働者と無期契約労働者との労働条件の相違が不合理

と認められるものであるか否かを判断する際に考慮する事情として，『その他の事情』

を挙げているところ，その内容を職務内容及び変更範囲に関連する事情に限定すべき

理由は見当たらない。」 

「有期契約労働者と無期契約労働者との労働条件の相違が不合理と認められるものであ

るか否かを判断する際に考慮されることとなる事情は，労働者の職務内容及び変更範

囲並びにこれらに関連する事情に限定されるものではないというべきである。」 

 

（６）定年後再雇用について〔長澤運輸事件〕 

「嘱託乗務員と正社員との本件各賃金項目に係る労働条件の相違は，嘱託乗務員の賃金

に関する労働条件が，正社員に適用される賃金規定等ではなく，嘱託社員規則に基づ

く嘱託社員労働契約によって定められることにより生じているものであるから，当該

相違は期間の定めの有無に関連して生じたものであるということができる。したがっ

て，嘱託乗務員と正社員の本件各賃金項目に係る労働条件は，同条にいう期間の定め

があることにより相違している場合に当たる。」 

「定年制は，使用者が，その雇用する労働者の長期雇用や年功的処遇を前提としながら，

人事の刷新等により組織運営の適正化を図るとともに，賃金コストを一定限度に抑制

するための制度ということができるところ，定年制の下における無期契約労働者の賃

金体系は，当該労働者を定年退職するまで長期間雇用することを前提に定められたも

のであることが少なくないと解される。これに対し，使用者が定年退職者を有期労働

契約により再雇用する場合，当該者を長期間雇用することは通常予定されていない。

また，定年退職後に再雇用される有期契約労働者は，定年退職するまでの間，無期契

約労働者として賃金の支給を受けてきた者であり，一定の要件を満たせば老齢厚生年

金の支給を受けることも予定されている。そして，このような事情は，定年退職後に

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b4400000175408ce272bdd557ae&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b4400000175408ce272bdd557ae&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
javascript:%20top.openLinkviewer('/wljp/app/linkviewer/case?docguid=Ib2b629a0679911e88db4010000000000')
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再雇用される有期契約労働者の賃金体系の在り方を検討するに当たって，その基礎に

なるものであるということができる。」 

「そうすると，有期契約労働者が定年退職後に再雇用された者であることは，当該有期

契約労働者と無期契約労働者との労働条件の相違が不合理と認められるものであるか

否かの判断において，労働契約法２０条にいう『その他の事情』として考慮されるこ

ととなる事情に当たると解するのが相当である。」 

 

（７）比較対象とする正社員側の事情・正社員登用制度について 

  ①大阪医科薬科大学事件 

「第１審被告においては，全ての正職員が同一の雇用管理の区分に属

するものとして同一の就業規則等の適用を受けており，その労働条

件 は こ れ ら の 正 職 員 の 職 務 の 内 容 や 変 更 の 範 囲 等 を 踏 ま え て 設 定

されたものといえるところ，第１審被告は，教室事務員の業務の内

容の過半が定型的で簡便な作業等であったため，平成１３年頃から，

一 定 の 業 務 等 が 存 在 す る 教 室 を 除 い て ア ル バ イ ト 職 員 に 置 き 換 え

てきたものである。その結果，第１審原告が勤務していた当時，教

室事務員である正職員は，僅か４名にまで減少することとなり，業

務の内容の難度や責任の程度が高く，人事異動も行われていた他の

大多数の正職員と比較して極めて少数となっていたものである。こ

のように，教室事務員である正職員が他の大多数の正職員と職務の

内容及び変更の範囲を異にするに至ったことについては，教室事務

員 の 業 務 の 内 容 や 第 １ 審 被 告 が 行 っ て き た 人 員 配 置 の 見 直 し 等 に

起因する事情が存在したものといえる。また，アルバイト職員につ

いては，契約職員及び正職員へ段階的に職種を変更するための試験

による登用制度が設けられていた ものである。これらの事情につい

ては，教室事務員である正職員と第１審原告との労働条件の相違が

不合理と認められるものであるか否かを判断するに当たり，労働契

約法 ２０条 所 定の 『そ の他の事 情 』（以下 ，職務の 内容及び 変更の

範囲 と併せて 『職務の 内容等 』 という 。） として考慮 するの が相当

である。」  

  ②メトロコマース事件 

 「第 １審被告においては，全ての正社員が同一の雇用管理の区分に属

す る も の と し て 同 じ 就 業 規 則 等 に よ り 同 一 の 労 働 条 件 の 適 用 を 受

けていたが，売店業務に従事する正社員と，第１審被告の本社の各

部 署 や 事 業 所 等 に 配 置 さ れ 配 置 転 換 等 を 命 ぜ ら れ る こ と が あ っ た

他の多数の正社員とは，職務の内容及び変更の範囲につき相違があ

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000017540937b3eb49ef6e3&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000017540937b3eb49ef6e3&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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ったものである。そして，平成２７年１月当時に売店業務に従事す

る正社員は，同１２年の関連会社等の再編成により第１審被告に雇

用 さ れ る こ と と な っ た 互 助 会 の 出 身 者 と 契 約 社 員 Ｂ か ら 正 社 員 に

登用された者が約半数ずつほぼ全体を占め，売店業務に従事する従

業員の２割に満たないものとなっていたものであり，上記再編成の

経緯やその職務経験等に照らし，賃金水準を変更したり，他の部署

に 配 置 転 換 等 を し た り す る こ と が 困 難 な 事 情 が あ っ た こ と が う か

がわれる。このように，売店業務に従事する正社員が他の多数の正

社員 と職務の 内容及び 変更の範 囲を異に していた ことにつ いては，

第１ 審被告の 組織再編 等に起因 する事情 が存在し た ものと いえる。

また，第１審被告は，契約社員Ａ及び正社員へ段階的に職種を変更

するための開かれた試験による登用制度を設け，相当数の契約社員

Ｂ や 契 約 社 員 Ａ を そ れ ぞ れ 契 約 社 員 Ａ や 正 社 員 に 登 用 し て い た も

のである。これらの事情については，第１審原告らと売店業務に従

事 す る 正 社 員 と の 労 働 条 件 の 相 違 が 不 合 理 と 認 め ら れ る も の で あ

るか否かを判断するに当たり，労働契約法２０条所定の『その他の

事情』（以下，職務の内容及び変更の範囲と併せて『職務の内容等』

という。）として考慮するのが相当である。」  

  

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000017540937b3eb49ef6e3&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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Ⅱ．賃金制度・基本給・定年後再雇用 

 

（１）本給（基本給・資格手当） 

メトロコマース事件（東京高判平成３１・２・２０【確定】）・・・・・【均衡違反否定】 

〈問題となった待遇差〉 

【正社員は月給制で昇給あり／本給月額に加算される資格手当３０００円もあり】 

【契約社員Ｂは時給制／更新時に時給アップあり／資格手当なし】 

（判旨） 

「高卒・大卒新入社員を採用することがある正社員には長期雇用を前提とした年功的な賃

金制度を設け，本来的に短期雇用を前提とする有期契約労働者にはこれと異なる賃金体

系を設けるという制度設計をすることには，企業の人事施策上の判断として一定の合理

性が認められるところである。」 

「このような賃金の相違については，決して固定的・絶対的なものではなく，契約社員Ｂ

から契約社員Ａ（現在は職種限定社員）へ及び契約社員Ａから正社員への各登用制度を

利用することによって解消することができる機会も与えられている」 

「資格手当は，正社員の職務グループ（マネージャー職，リーダー職及びスタッフ職）に

おける各資格（Ｍ，Ｌ－１～Ｌ－３，Ｓ－１～Ｓ－３）に応じて支給されるものである

ところ，契約社員Ｂはその従事する業務の内容に照らして正社員と同様の資格を設ける

ことは困難であると認められるから，これに相当する手当が支給されなくともやむを得

ないというべきである。」 

 

（２）基本給（算定方法・水準・調整手当） 

大阪医科薬科大学事件（大阪高判平成３１・２・１５【確定】）・・・・・【均衡違反否定】 

【アルバイト職員は時給制で正職員は月給制（賃金の算定方法の違い）】 

【アルバイト職員と新規採用の正職員では２割程度の賃金格差】 

（判旨） 

「アルバイト職員は時給制，正職員は月給制という労働条件の相違についてみると，どち

らも賃金の定め方として一般に受け入れられているものである。その上，認定事実によ

れば・・・アルバイト職員は短時間勤務者が約６割を占めていることが認められる。そ

のことを踏まえると，アルバイト職員に，短時間勤務者に適した時給制を採用している

ことは不合理とはいえない。」 

「職務，責任，異動可能性，採用に際し求められる能力に大きな相違があること，賃金の

性格も異なることを踏まえると，正職員とアルバイト職員で賃金水準に一定の相違が生

ずることも不合理とはいえないというべきである。・・・その相違は，約２割にとどまっ

ていることからすると，そのような相違があることが不合理であるとは認めるに足りな

い。」 
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＊［年末年始や創立記念日の休日における賃金支給は，以下のように判示して均衡

違反を否定］ 

「年末年始及び創立記念日の休日については，アルバイト職員は時給制であるため

休日が増えればそれだけ賃金が減少するが，正職員は月給制であるため賃金が減

額されるわけではないという違いが生ずる。しかし，これは，賃金について一方

は時給制，他方は月給制を採用したことの帰結にすぎず・・・正職員に月給制，

アルバイト職員に時給制を採用すること自体が不合理とはいえないから，このよ

うな相違が生ずることをもって不合理とはいえない。」 

   

 

学校法人産業医科大学事件（福岡高判平成３０・１１・２９）・・・・【均衡違反認定】 

【臨時職員（有期契約）と正規職員との基本給に係る労働条件の相違】 

（判旨） 

「臨時職員と対照職員との比較対象期間及びその直近の職務の内容並びに職務の内容及び

配置の各変更の範囲に違いがあり，控訴人が大学病院内での同一の科での継続勤務を希

望したといった事情を踏まえても，３０年以上の長期にわたり雇用を続け，業務に対す

る習熟度を上げた控訴人に対し，臨時職員であるとして人事院勧告に従った賃金の引き

上げのみであって，控訴人と学歴が同じ短大卒の正規職員が管理業務に携わるないし携

わることができる地位である主任に昇格する前の賃金水準すら満たさず，現在では，同

じ頃採用された正規職員との基本給の額に約２倍の格差が生じているという労働条件の

相違は，同学歴の正規職員の主任昇格前の賃金水準を下回る３万円の限度において不合

理であると評価することができるものであり，労働契約法２０条にいう不合理と認めら

れるものに当たると解するのが相当である。」 

 

学校法人中央学院（非常勤講師）事件（東京地判令和元・５・３０）・【均衡違反否定】 

【非常勤講師（有期契約）と専任教員との本俸（基本給）に係る労働条件の相違】 

（判旨） 

「確かに，原告と専任教員との間には，本俸額について約３倍の差があったものと解さ

れる。しかしながら，・・・非常勤講師である原告と専任教員との間には，その職務の

内容に数々の大きな違いがあるものである。このことに加え，一般的に経営状態が好

調であるとはいえない多くの私立大学において教員の待遇を検討するに際しては，国

からの補助金額も大きな考慮要素となると考えられるところ，・・・専任教員と非常勤

教員とでは補助金の基準額の算定方法が異なり，その額に相当大きな開きがあること

や，・・・原告を含む本件大学の非常勤講師の賃金水準が他の大学と比較しても特に低

いものであるということができないところ，・・・本件大学においては，団体交渉にお

ける労働組合との間の合意により，非常勤講師の年俸額を随時増額するのみならず，
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廃止されたコマについても給与額の８割の支給を補償する内容の本件非常勤講師給与

規則第３条５項を新設したり，原告のように週５コマ以上の授業を担当する非常勤講

師について私学共済への加入手続を行ったりするなど，非常勤講師の待遇についてよ

り高水準となる方向で見直しを続けており，原告の待遇はこれらの見直しの積み重ね

の結果であることからすると，原告が本件大学においてこれまで長年にわたり専任教

員とほぼ遜色ないコマ数の授業を担当し，その中に原告の専門外である科目も複数含

まれていたことなどといった原告が指摘する諸事情を考慮しても，原告と本件大学の

専任教員との本俸額の相違が不合理であると評価することはできないというべきであ

る。」 

「なお，本件大学の専任教員の本俸額は，当該専任教員がその業務に要する時間を直接

の根拠として定められたものとは解し難いから，原告と専任教員との本俸額の差がそ

れぞれの業務に要する時間の差と比例しないものであることをもって，直ちに，原告

と本件大学の専任教員との本俸額の相違が不合理であると評価することはできない。」 

 

学校法人明泉学園事件（東京地判令和元・１２・１２）・・・・・・・【均衡違反否定】 

【常勤講師（有期契約）と専任教員との調整手当（基本給）の相違】 

（判旨） 

「平成３年度から平成９年度までの各就業規則又は手当規程には，調整手当について『給

料を調整するため調整手当を支給する。』と規定されており，調整手当が基本給の８パー

セント又は５パーセントと定められ，基本給の額と連動して毎月固定的に支払われるも

のであったことを総合すれば，調整手当は，基本給名目で支払われる額との合計で全体

として支給される基本給の額を調整するための手当としての性質を有するものであった

とみるのが相当である。」 

「専任教諭は，長期間の雇用が制度上予定されている上，管理職を含めた各役職の大部分

に就いて重い職責を負っており，重要な業務を担っていたのに対し，常勤講師は，長期

間の雇用が制度上予定されていなかっただけでなく，管理職を含めた各役職の職責を恒

常的に担うことも予定されておらず，重要業務のうち担当しないものもあることが認め

られ，無期契約労働者である専任教諭と有期契約労働者である常勤購師のそれぞれにつ

いて基本給をどのように設定するかにおいて考慮すべき各事情に相当な差異があるもの

というべきである。以上の事情に加え，前提事実のとおり，専任教諭と常勤講師との調

整手当の差額が基本給の３パーセントにとどまることも併せ考慮すれば，原告を含む常

勤講師が教科教育，クラス担任，クラブ活動の指導等について専任教諭と同様の職務に

従事していたことなどの事情を考慮しても，原告を含む常勤講師と専任教諭との間の調

整手当の相違は，不合理であると評価することはできないから，労契法２０条にいう不

合理と認められるものには当たらないというべきである。」 
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トーカロ事件（東京地判令和２・５・２０）・・・・・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【Ａコース正社員と嘱託社員と基本給の相違】 

（判旨）  

「正社員と嘱託社員では異なる人事制度が採用されており，その結果として原告主張の各

労働条件の相違が生じている反面，ｑ１１ら４名の個別の人事評価等によって嘱託社員

である原告との間に各労働条件の相違が生じていることを認めるに足りる証拠はない。

以上のとおり，本件においては，異なる人事制度によって労働条件の相違が生じている

ことに照らし，比較対象とすべき正社員は，上記労働条件の相違を生じさせる人事制度

が適用される正社員のうち職務の内容，当該職務の内容及び配置の変更の範囲等が一定

程度共通する範囲の者とするのが相当である。」 

「被告の正社員は，採用時にＤコース又はＡコースに区分され，一定の要件を満たした場

合には入社後にコースを変更することが可能であるものの，コース変更は正社員が希望

した場合に限られ，人事異動によるコース変更は予定されていない。そして，Ｄコース

正社員は，業務内容に限定がなく，職能資格等級の上昇に伴う役職への就任及び管理職

への昇任が予定されており，転勤又は配置転換を命じられることもあるのに対し，Ａコ

ース正社員は，定型的，限定的な業務を担当するものとされ，役職への就任及び管理職

への昇任は予定されておらず，転勤を命じられることもないとされている。・・・原告

を含む嘱託社員と労働条件を比較すべき正社員は，担当業務や異動等の範囲が限定され

ている点で類似するＡコース正社員とするのが相当である。」 

「無期契約労働者に支給される本人給は生活給的性格のものであり，職能給は割り当てら

れた職務の複雑さ及び責任の度合並びに本人の勤務成績及び保有能力に応じ決定される

ものである。このような本人給及び職能給からなるＡコース正社員の賃金体系は，長期

間の雇用が制度上予定され，雇用期間を通じた能力及び役割の向上が期待されているＡ

コース正社員について，年齢に応じた処遇により長期雇用に対する動機付けを図るとと

もに，能力等に応じた処遇により意欲，能力等の向上を促すものということができる。

他方，嘱託社員は，長期間の雇用が制度上予定されておらず，期待される能力や役割も

Ａコース正社員より限定的であるから，上記賃金体系を採用することなく，契約期間ご

との合意によって基本給の額を決定することに一定の合理性がある。」 

「Ａコース正社員と嘱託社員との間には，担当業務の範囲，期待される能力や役割，職務

の内容及び配置の変更の範囲に前判示のとおりの一定の相違があること，長期雇用を前

提とする無期契約労働者と短期雇用を前提とする有期契約労働者との間に異なる賃金体

系を設けることには，企業の人事上の施策として一定の合理性があること，被告におい

ては有期雇用社員の正社員への登用制度が存在し，平成１９年度から平成２９年度まで

に被告に採用された正社員３３８名のうち約２２．５パーセントに当たる７６名が有期

雇用社員から登用されるなど，同制度が実際にも機能しており，嘱託社員には同制度に

よって正社員との相違を解消する機会が与えられていることなどの事情を総合考慮すれ
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ば，Ａコース正社員と嘱託社員との間の基本給についての相違は，不合理であると評価

することはできないというべきである。」 

 

（３）月給制・時給制（基本賃金・通勤費） 

日本郵便（佐賀）事件（福岡高判平成３０・５・２４【確定】）・・・・・【均衡違反否定】 

【正社員は月給制／契約社員には時給制と月給制あり】 

【時給制契約社員の勤務日数が少ない場合，正社員に比して基本賃金・通勤手当が少な 

くなる】 

（判旨） 

「１審原告の給与体系が時給制であり，正社員の給与体系が月給制であることに起因する

相違である。」 

「郵便外務業務に従事している正社員と時給制契約社員とでは，郵便外務業務という意味

での業務の内容は同一であるが，時給制契約社員は，特定の勤務曜日あるいは特定の勤

務時間帯に限定して採用される者があるように，その業務に従事する勤務体制が，当然

に正社員と同様の勤務日数をフルタイムで勤務することを前提としたものとはなってい

ない。このことは，有期雇用契約である月給制契約社員が存在していることからも明ら

かであるといえる。」 

「業務内容のうち，勤務体制という点については，時給制契約社員と正社員とでは明らか

に異なっており，それを前提として給与体系に時給制か月給制かの相違が設けられてい

ると認められる。」 

「かかる相違に起因する基本賃金・通勤費の相違が不合理であると認めることはできない。」 

 

（４）定年後再雇用   

長澤運輸事件（最二小判平成３０・６・１）・・・・・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【正社員には基本給，能率給及び職務給を支給】 

【嘱託乗務員には，基本賃金及び歩合給を支給し，能率給及び職務給は不支給】 

（判旨） 

「基本給及び基本賃金は，労務の成果である乗務員の稼働額にかかわらず，従業員に対し

て固定的に支給される賃金であるところ，上告人らの基本賃金の額は，いずれも定年退

職時における基本給の額を上回っている。また，能率給及び歩合給は，労務の成果に対

する賃金であるところ，その額は，いずれも職種に応じた係数を乗務員の月稼働額に乗

ずる方法によって計算するものとされ，嘱託乗務員の歩合給に係る係数は，正社員の能

率給に係る係数の約２倍から約３倍に設定されている。」 

「被上告人は，嘱託乗務員について，正社員と異なる賃金体系を採用するに当たり，職種

に応じて額が定められる職務給を支給しない代わりに，基本賃金の額を定年退職時の基

本給の水準以上とすることによって収入の安定に配慮するとともに，歩合給に係る係数
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を能率給よりも高く設定することによって労務の成果が賃金に反映されやすくなるよう

に工夫している」 

「嘱託乗務員に対して能率給及び職務給が支給されないこと等による労働条件の相違が不

合理と認められるものであるか否かの判断に当たっては，嘱託乗務員の基本賃金及び歩

合給が，正社員の基本給，能率給及び職務給に対応するものであることを考慮する必要

がある」 

「基本賃金及び歩合給を合計した金額並びに本件試算賃金につき基本給，能率給及び職務

給を合計した金額を上告人ごとに計算すると，前者の金額は後者の金額より少ないが，

その差は上告人Ａにつき約１０％，上告人Ｂにつき約１２％，上告人Ｃにつき約２％に

とどまっている。」 

「嘱託乗務員は定年退職後に再雇用された者であり，一定の要件を満たせば老齢厚生年金

の支給を受けることができる上，被上告人は，本件組合との団体交渉を経て，老齢厚生

年金の報酬比例部分の支給が開始されるまでの間，嘱託乗務員に対して２万円の調整給

を支給することとしている。」 

「これらの事情を総合考慮すると，嘱託乗務員と正社員との職務内容及び変更範囲が同一

であるといった事情を踏まえても，正社員に対して能率給及び職務給を支給する一方で，

嘱託乗務員に対して能率給及び職務給を支給せずに歩合給を支給するという労働条件の

相違は，不合理であると評価することができるものとはいえないから，労働契約法２０

条にいう不合理と認められるものに当たらないと解するのが相当である。」 

 

学究社事件（東京地裁立川支部判平成３０・１・２９）・・・・・・・【均衡違反否定】 

【定年後再雇用契約の給与を，定年退職前の正社員の賃金の３０％～４０％前後を目安

に設定】 

（判旨-下線は筆者） 

「定年退職前は，正社員として，被告が採用する変形労働時間制に基づき定められた各日

の所定労働時間の間労働することが義務付けられ，その間に授業だけでなく生徒・保護

者への対応，研修会等への出席等が義務付けられているのに対し，再雇用契約締結後は，

時間講師として，被告が採用する変形労働時間制の適用はなく，原則は，被告から割り

当てられた授業のみを担当するものであり，両者の間には，その業務の内容及び当該業

務に伴う責任の程度に差がある」 

「本件の再雇用契約は，高年法９条１項２号の定年後の継続雇用制度に該当するものであ

り，定年後継続雇用者の賃金を定年退職前より引き下げることは，一般的に不合理であ

るとはいえない。」 

「被告における定年退職後の再雇用契約と定年退職前の契約の相違は，労働者の職務の内

容及び配置の変更の範囲その他の事情を考慮して不合理であるとはいえず，労働契約法

２０条に違反するとは認められない。」 

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82a4100000167a127f0832aba98a8&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82a4100000167a127f0832aba98a8&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82a4100000167a127f0832aba98a8&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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五島育英会事件（東京高判平成３０・１０・１１）・・・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【定年後の嘱託教員の給与を定年退職時の約 6割に設定】    ※65 歳定年の事案 

（判旨） 

「年功的要素を含む賃金体系においては就労開始から定年退職までの全期間を通じて賃金

の均衡が図られていることとの関係上，定年退職を迎えて一旦このような無期労働契約

が解消された後に新たに締結された労働契約における賃金が定年退職直前の賃金と比較

して低額となることは当該労働者の貢献と賃金との均衡という観点からは見やすい道理

であり，それ自体が不合理であるということはできず，この理は，本件定年規程が高年

齢者等の雇用の安定等に関する法律上の高年齢者雇用確保措置の対象年限たる 65歳を超

える雇用継続を前提とした制度であることを考慮すれば尚更であるといえる」 

「基本給等（月例賃金のうち基本給及び調整給並びに賞与のうち基本賞与部分）を除く手

当及び賞与のうちの業績加算部分の額については専任教諭と嘱託教諭との間で相違はな

く，これらを加えた総額をもって比較すると，控訴人が嘱託教諭であった期間の賃金等

の合計額は同期間に控訴人が専任教諭であったとした場合に想定される賃金等の合計額

の約６３％に相当すること，退職前年度と退職年度の職務との内容の差異をも考慮すれ

ば，本件労働条件の相違が直ちに不合理であるとはいえず，また，嘱託教諭の基本給等

を退職前の約６割に相当する額とする旨定めた本件定年規程は，控訴人も構成員であっ

た本件組合と被控訴人との合意により本件組合の組合員にも適用されるようになったも

のであり，賃金は労働条件の中核たる要素の一つであり，この点に関して労使間の交渉

及び合意を経て本件組合の組合員にも適用されるようになったことは労使間の利害調整

を経た結果としてその内容の合理性を相当程度裏付けるべきものとして考慮するのが相

当である。」 

 

日本ビューホテル事件（東京地判平成３０・１１・２１）・・・・・・・【均衡違反否定】 

【定年退職時の年俸の月額と定年退職後の有期労働契約（嘱託職員及び臨時職員時）の

基本給及び時間給の月額との相違】 

（判旨） 

「正社員に係る賃金制度が長期雇用を前提として年功的性格を含みながら各役職に就くこ

となどに対応したものであるのに対し，嘱託社員及び臨時社員の賃金制度は長期雇用を

前提とせず年功的性格を含まず，役職に就くことも予定されず，かつ高年齢者雇用継続

基本給付金が支給されることを組み込んでいるものであることなどからすれば，定年退

職時の年俸と定年退職後に再雇用される嘱託社員及び臨時社員の基本給及び時間給とで

その額に差があることをもって直ちに不合理と認めることはできないというべきであ

る。」 

「原告の定年退職時と嘱託社員及び臨時社員時の業務の内容及び当該業務に伴う責任の程

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad628330000016c6ee444aa6dbd3820&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad628330000016c6ee444aa6dbd3820&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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度（職務の内容）は大きく異なる上・・・，職務の内容及び配置の変更の範囲・・・に

も差異があるから，嘱託社員及び臨時社員の基本給ないし時間給と正社員の年俸の趣旨

に照らし，原告の嘱託社員及び臨時社員時の基本給及び時間給が定年退職時の年俸より

も低額であること自体不合理ということはできない。」 

「原告の定年退職時の年俸の月額とこれに対応する嘱託社員及び臨時社員時の賃金とを比

較するとその違いは小さいものとはいえないが，それらの賃金額は職務内容が近似する

一般職の正社員のそれとの比較においては不合理に低いとまではいえないこと・・・も

併せ考慮すれば，被告における嘱託社員及び臨時社員の賃金額の決定過程に労使協議が

行われていないとの原告の指摘を踏まえてもなお，原告の定年退職時の年俸の月額と嘱

託社員及び臨時社員時の基本給及び時間給の月額との相違が不合理であると認めること

はできず，これをもって労働契約法 20 条に違反するということはできない。」 

 

北日本放送事件（富山地判平成３０・１２・１９）・・・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【正社員時の基本給と再雇用時の基本給との間の約２７％の相違（再雇用社員の時給は

一律１５７０円）】 

（判旨） 

「正社員は部門の責任者として担当業務のみならず部門全体の調整を図るスタッフとして

の業務を担当しているのに対し，再雇用社員は再雇用社員労働契約書において定められ

た業務のみを担当しているという点で業務の内容は異なっており，このことは被告の単

なる主観的認識にとどまらず，人事考課にも反映された客観的なものであるといえる。」 

「正社員は，自己の担当する業務のほか，部門のスタッフとして，高度の知識，技能及び

判断を要する部門業務を実質的な責任者として遂行すること等が求められているといえ

るから，担当する業務に伴う責任の程度は大きいということができる。・・・再雇用社員

は，再雇用社員労働契約書において定められた従事すべき業務について一定の責任を負

うことはあっても，部門業務の実質的な責任者となることは予定されておらず，担当す

る業務に伴う責任の程度は正社員のように大きくはないことが認められる。」 

「再雇用社員と正社員とでは，職務の内容及び配置の変更の範囲は，いずれも異なるもの

といえる。」 

「再雇用社員と正社員の職務の内容，当該職務の内容及び配置の変更の範囲はいずれも異

なることが認められるから，その相違に応じた範囲で，再雇用社員の基本給の額を正社

員よりも低くすることが不合理であるとはいえない。」 

「定年制は，その雇用する労働者の長期雇用や年功的処遇を前提としながら，人事の刷新

等により組織運営の適正化を図るとともに，賃金コストを一定限度に抑制するための制

度ということができるところ，定年制の下における無期契約労働者の賃金体系は，当該

労働者を定年退職するまで長期間雇用することを前提に定められたものであることが少

なくないと解される。これに対し，使用者が定年退職者を有期労働契約により再雇用す
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る場合，当該者を長期間雇用することは通常予定されていない。また，定年退職後に再

雇用される有期契約労働者は，定年退職するまでの間，無期契約労働者として賃金の支

給を受けてきた者であり，一定の要件を満たせば老齢厚生年金の支給を受けることも予

定されている。そして，このような事情は，定年退職後に再雇用される有期契約労働者

の賃金体系の在り方を検討するに当たって，その基礎になるものであるということがで

きる。そうすると，原告が定年退職後の再雇用社員であることは，労働契約法２０条に

いう『その他の事情』として考慮されることとなる事情に当たると解するのが相当であ

る（長澤運輸事件最高裁判決）。」 

「雇用保険法が，定年を迎えた者が再就職した場合のある月の賃金額が，同人が６０歳に

到達したときの賃金月額（原則として，６０歳に到達する前６か月間の平均賃金）の６

１パーセント未満にまで下がることを想定していること・・・を踏まえれば，原告が定

年退職後の再雇用社員であることをもって，原告の基本給を正社員よりも相当程度低く

することが不合理であるとはいえない。」 

「労働者の賃金に関する労働条件は，労働者の職務内容及び変更範囲により一義的に定ま

るものではなく，使用者は，雇用及び人事に関する経営判断の観点から，労働者の職務

内容及び変更範囲にとどまらない様々な事情を考慮して，労働者の賃金に関する労働条

件を検討するものということができる。また，労働者の賃金に関する労働条件の在り方

については，基本的には，団体交渉等による労使自治に委ねられるべき部分が大きいと

いうことができる。したがって，当該労働条件に関する労使交渉の経過も，労働契約法

２０条にいう『その他の事情』として考慮されることとなる事情に当たると解するのが

相当である。・・・組合は，６５歳までの高年齢者雇用確保措置の義務化を内容とする高

年齢者雇用安定法の改正法（平成１６年法律第１０３号）が施行される平成１８年４月

１日より前の同年１月頃から，高年齢者雇用確保措置に関する勉強会を開催していた。

組合は，組合員に対し，同業他社の高齢者継続雇用制度の状況として，新潟放送では賃

金月額２５万円で手当，賞与及び退職金の支給がないこと，テレビ信州では年収３００

万円であることを紹介するなどした。組合は，被告との間で，平成１８年３月１４日と

同月２４日の２度にわたり協議を行った上で，同月３１日，高年齢者継続雇用の選定基

準について被告と協定を締結するとともに，再雇用者就業規則を新設する際の意見聴取

において意見なしと述べ，組合員に対し，再雇用者就業規則のポイントとして，フルタ

イムの場合の賃金は月額２５万円程度が目安となること，賞与，退職金は支給しないこ

と，契約期間は再雇用時より１年間とすることなどを報告した。以上によれば，原告を

含む再雇用社員の基本給に関する労働条件は，被告と組合の間で十分に行われた労使協

議を踏まえて定められたものであるということができるのであって，これを十分に尊重

する必要があるといえる。」 

「原告は，組合は機能しておらず，再雇用社員の労働条件につき実質的な労使協議はなか

った旨主張する。しかし，・・・組合は，これまで最低賃金や夏季及び年末の一時金につ



19 

 

き被告と協議を繰り返し，労働条件に関して臨時組合大会での協議や被告への再協議の

申入れを行い，拡大闘争委員会を開催するなどの活動を行っていることが認められるか

ら，労働組合として十分に機能していたということができるし，再雇用社員の労働条件

を定めるに当たり十分な労使協議が行われたことは上記認定のとおりである。」 

「原告は，給付金として年間約４８万４２８２円，企業年金として年間１３６万３３１３

円の給付を受けており，両給付の合計額を一月当たりの金額に換算すると，毎月平均１

５万３９６６円の給付を受けていることが認められ・・・原告の平均月額賃金と合計す

れば，原告の再雇用社員時の一月当たりの収入額は４１万０３９９円となり，・・・正社

員時の基本給を上回ることが認められる。」 

「原告は，基本給の比較において給付金の存在を考慮すべきではない旨主張するが，同制

度が，原告の主張するように会社の経営状態が良くない場合の補完的なものであるとす

る根拠はない。給付金及び企業年金は，いずれも原告の生活を支える趣旨で支給される

ものであり，被告はその存在を基礎として再雇用社員を含めた賃金体系の在り方を検討

するものであるから，上記各給付の存在も，労働契約法２０条にいう『その他の事情』

として考慮されることとなる事情に当たると解するのが相当である。」 

「以上によれば，再雇用社員と正社員の職務の内容，当該職務の内容及び配置の変更の範

囲はいずれも異なり，原告が定年退職後の再雇用社員であるという原告の基本給を正社

員のそれと比べて相当程度低くすることも不合理であるとはいえない事情が存在する上，

原告の基本給の水準は被告と組合の十分な労使協議を経たものでありこれを尊重する必

要があり，原告の再雇用社員時の月収は給付金及び企業年金を加えると正社員時の基本

給を上回ることが認められる。これらの事情に照らせば，原告について正社員時の基本

給と再雇用社員時の基本給との間に約２７パーセントの差が生じていることを不合理と

評価することはできず，この相違が労働契約法２０条にいう「不合理と認められるもの」

に当たるということはできない。」 

「原告は，被告には，同一労働同一賃金推進法に基づき，再雇用社員に定年退職前と同水

準の待遇を維持すべき義務がある旨主張する。しかし，・・・同法に基づき，被告に原告

の主張するような義務が課されるものではない。」 

「原告は，被告の当期純利益の額等からすれば，再雇用社員の賃金を削減することは不合

理である旨主張する。しかし，企業が利益をどのように用いるかは正に経営判断の問題

であって，これを必ずしも従業員の賃金に還元しなければならないというものではない

から，原告主張の事情は前記認定判断を左右するものではない。」 

 

 

 

 

 



20 

 

名古屋自動車学校事件（名古屋地判令和２・１０・２８）・・・・・・・【均衡違反認定】 

（判例集未登載） 

【正職員定年退職時と嘱託職員（再雇用）時の基本給の差異（５０％以下に減額）】 

（判旨） 

「原告らは，正職員定年退職時と嘱託職員時でその職務内容及び変更範囲には相違がなか

ったにもかかわらず，原告らの嘱託職員としての基本給は，正職員定年退職時と比較し

て，５０％以下に滅額されており，その結果，原告らに比べて職務上の経験に劣り，基

本給に年功的性格があることから将来の増額に備えて金額が抑制される傾向にある若年

正職員の基本給をも下回っている。また，そもそも，原告らの正職員定年退職時の賃金

は，同年代の賃金センサスを下回るものであったところ，原告らの嘱託職員として勤務

した期間の賃金額は，上記のような基本給の減額を大きな要因として，正職員定年退職

時の労働条件で就労した場合の６０％をやや上回るかそれ以下にとどまることとなって

いる。」 

「このことは，原告らが嘱託職員となる前後を通じて，被告とその従業員との間で，嘱託

職員の賃金に係る労働条件一般について合意がされたとか，その交渉結果が制度に反映

されたという事情も見受けられないから，労使自治が反映された結果であるともいえな

い。」 

「基本給は，一般に労働契約に基づく労働の対償の中核であるとされているところ，現に，

原告らの正職員定年退職時の毎月の賃金に基本給が占める割合は相応に大きく，これが

賞与額にも大きく影響していたことからすれば，被告においても，基本給をそのように

位置付けているものと認められる。被告における基本給のこのような位置付けを踏まえ

ると，上記の事実は，原告らの正識員定年退職時と嘱託職員時の各基本給に係る相違が

労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たることを基礎付ける事実である

といえる。」 

「正職員の基本給は，長期雇用を前提とし，年功的性格を含むものであり，正職員が今後

役職に就くこと，あるいはさらに高位の役職に就くことも想定して定められているもの

である一方，嘱託職員の基本給は，長期雇用を前提とせず，年功的性格を含まないもの

であり，嘱託職員が今後役職に就くことも予定されていないことが指摘できる。また，

嘱託職員は，正職員を６０歳で定年となった際に退職金の支払を受け，それ以降，要件

を満たせば，高年齢雇用継続基本給付金及び老齢厚生年金（比例報酬分）の支給を受け

ることが予定され，現に，原告らはこれらを受給していたことも，基本給に係る相違が

不合理であるとの評価を妨げる事実であるといえる。・・・これら事実は，定年後再雇用

の労働者の多くに当てはまる事情であり，・・・原告らの職務内容及び変更範囲に変更が

ないにもかかわらず，原告らの嘱託職員時の基本給が，それ自体賃金センサス上の平均

賃金に満たない正職員定年退職時の賃金の基本給を大きく下回ることや，その結果，若

年正職員の基本給も下回ることを正当化するには足りないというほかない。」 
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「原告らは，被告を正職員として定年退職した後に嘱託職員として有期労働契約により再

雇用された者であるが，正職員定年退職時と嘱託職員時でその内容及び変更範囲には相

違がなく，原告らの正職員定年退職時の賃金は，賃金センサス上の平均賃金を下回る水

準であった中で，原告らの嘱託職員時の基本給は，それが労働契約に基づく労働の対償

の中核であるにもかかわらず，正職員定年退職時の基本給を大きく下回るものとされて

おり，そのため，原告らに比べて職務上の経験に劣り，基本給に年功的性格があること

から将来の増額に備えて金額が抑制される傾向にある若年正職員の基本給をも下回るば

かりか，賃金の総額が正職員定年退職時の労働条件を適用した場合の６０％をやや上回

るかそれ以下にとどまる帰結をもたらしているものであって，このような帰結は，労使

自治が反映された結果でもない以上，嘱託職員の基本給が年功的性格を含まないこと，

原告らが退職金を受給しており，要件を満たせば高年齢雇用継続基本給付金及び老齢厚

生年金（比例報酬分）の支給を受けることができたことといった事清を踏まえたとして

も，労働者の生活保障の観点からも看過し難い水準に達しているというべきである。」 

「原告らの正職員定年退職時と嘱託職員時の各基本給に係る金額という労働条件の相違は，

労働者の生活保障という観点も踏まえ，嘱託職員時の基本給が正職員定年退職時の基本

給の６０％を下回る限度で，労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たる

と解するのが相当である。」 
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トヨタ自動車事件（名古屋高判平成２８・９・２８） 

定年後の職務として，それまで従事してきた事務職の業務ではなくパートタイム（１日

４時間）でシュレッダー機ごみ交換・清掃業務等を提示した事案（時給１０００円） 

（判旨） 

「定年後の継続雇用としてどのような労働条件を提示するかについては一定の裁量がある

としても，提示した労働条件が，無年金・無収入の期間の発生を防ぐという趣旨に照ら

して到底容認できないような低額の給与水準であったり，社会通念に照らし当該労働者

にとって到底受け入れ難いような職務内容を提示するなど実質的に継続雇用の機会を与

えたとは認められない場合においては，当該事業者の対応は改正高年法の趣旨に明らか

に反するものであるといわざるを得ない。」 

「給与等の支給見込額に照らせば，無年金・無収入の期間の発生を防ぐという趣旨に照ら

して到底容認できないような低額の給与水準であるということはできない。」 

「改正高年法の趣旨からすると，被控訴人会社は，控訴人に対し，その６０歳以前の業務

内容と異なった業務内容を示すことが許されることはいうまでもないが，両者が全く別

個の職種に属するなど性質の異なったものである場合には，もはや継続雇用の実質を欠

いており，むしろ通常解雇と新規採用の複合行為というほかないから，従前の職種全般

について適格性を欠くなど通常解雇を相当とする事情がない限り，そのような業務内容

を提示することは許されないと解すべきである。」 

「控訴人の従前の行状に被控訴人らが指摘するような問題点があることを考慮しても，被

控訴人会社の提示した業務内容は，社会通念に照らし労働者にとって到底受け入れ難い

ようなものであり，実質的に継続雇用の機会を与えたとは認められないのであって，改

正高年法の趣旨に明らかに反する違法なものであり，被控訴人会社の上記一連の対応は

雇用契約上の債務不履行に当たるとともに不法行為とも評価できる。」 

 

 

九州惣菜事件（福岡高判平成２９・９・７）           ［最高裁で確定］ 

時給９００円・月収ベースで定年前の約２５％の再雇用の労働条件を提示 

（判旨） 

「高年齢者雇用確保措置を講じる義務は，事業主に定年退職者の希望に合致した労働条件

の雇用を義務付けるといった私法上の効力を有するものではないものの，その趣旨・内

容に鑑みれば，労働契約法制に係る公序の一内容を為しているというべきであるから，

同法（同措置）の趣旨に反する事業主の行為，例えば，再雇用について，極めて不合理

であって，労働者である高年齢者の希望・期待に著しく反し，到底受け入れ難いような

定年後再雇用に関する参考裁判例 

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad628330000016ad7f187e822505e65&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad628330000016ad7f187e822505e65&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad6a4730000016ad3aa4f8c2993713b&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad628330000016ad3af73ec9504644c&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad628330000016ad3af73ec9504644c&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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労働条件を提示する行為は，継続雇用制度の導入の趣旨に違反した違法性を有するもの

であり，事業主の負う高年齢者雇用確保措置を講じる義務の反射的効果として当該高年

齢者が有する，上記措置の合理的運用により６５歳までの安定的雇用を享受できるとい

う法的保護に値する利益を侵害する不法行為となり得ると解するべきである。」 

「その判断基準を検討するに，継続雇用制度（高年法９条１項２号）は，高年齢者の６５

歳までの『安定した』雇用を確保するための措置の一つであり，『当該定年の引上げ』（同

１号）及び『当該定年の定めの廃止』（同３号）と単純に並置されており，導入にあたっ

ての条件の相違や優先順位は存しないところ，後二者は，６５歳未満における定年の問

題そのものを解消する措置であり，当然に労働条件の変更を予定ないし含意するもので

はないこと（すなわち，当該定年の前後における労働条件に継続性・連続性があること

が前提ないし原則となっており，仮に，当該定年の前後で，労働者の承諾なく労働条件

を変更するためには，別の観点からの合理的な理由が必要となること）からすれば，継

続雇用制度についても，これらに準じる程度に，当該定年の前後における労働条件の継

続性・連続性が一定程度，確保されることが前提ないし原則となると解するのが相当で

あり，このように解することが上記趣旨（高年齢者の６５歳までの安定雇用の確保）に

合致する。」 

「有期労働契約者の保護を目的とする労働契約法２０条の趣旨に照らしても，再雇用を機

に有期労働契約に転換した場合に，有期労働契約に転換したことも事実上影響して再雇

用後の労働条件と定年退職前の労働条件との間に不合理な相違が生じることは許されな

いものと解される（同法３条所定の労働契約の諸原則もそのような解釈を補強するもの

である。）。したがって，例外的に，定年退職前のものとの継続性・連続性に欠ける（あ

るいはそれが乏しい）労働条件の提示が継続雇用制度の下で許容されるためには，同提

示を正当化する合理的な理由が存することが必要であると解する。」 

「月収ベースの賃金の約７５パーセント減少につながるような短時間労働者への転換を正

当化する合理的な理由があるとは認められない。被控訴人は，控訴人は兼業により収入

を増加させることが可能であった旨主張するが，本件提案における勤務日及び勤務時間

等に照らし，兼業が容易であったとは認められず，そもそも，労働者の希望がないのに

兼業可能を理由に勤務日・勤務時間を減らし，その結果賃金収入を減少させることは不

当というべきである。なお，労働時間が減少しても，極端な収入減少にならないような

時間給とすれば問題はないが，本件提案ではそれがなされていない。したがって，本件

提案において，控訴人を所定労働時間が一般従業員より短いパートタイマーとして再雇

用するものとしたことが，事実上賃金の大幅減少に影響を与えたといえる。」 

「被控訴人は，パートタイマーの賃金単価を一般従業員のそれより低くする運用をしてい

ることが窺え，この点でも，控訴人をパートタイマーとして再雇用するものとしたこと

が，賃金の減少に事実上影響しているとみられる。その他に，定年退職後の再雇用にお

いて，賃金を定年前より減額することが許されないとまでは解されないこと，本件提案

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad628330000016ad3af73ec9504644c&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad628330000016ad3af73ec9504644c&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad628330000016ad3af73ec9504644c&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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における時給は，被控訴人におけるパートタイマー従業員の時給に比べれば高額である

こと・・・，本件提案による賃金減少に伴い，高年齢雇用継続基本給付金が月額１万４

６１０円程度が給付される見込みであったこと等を併せ考慮しても，本件提案を正当化

する合理的な理由があるとは認められない。」 

 

東京地判平成２２・７・９ 

定年退職後に１年間の再雇用契約が締結されたが，その後の労働条件で合意が成立せず

に契約不更新 

（判旨） 

「高年齢者雇用安定法第９条１項は，６５歳未満の定年の定めをしている事業主に対し，

①定年の引上げ，②継続雇用制度（現に雇用している高年齢者が希望するときは，当該

高年齢者をその定年後も引き続いて雇用する制度）の導入，③定年制の廃止など，６５

歳までの安定した雇用の確保を図るために，必要な措置を講ずることを事業主に義務づ

けている。これは，原則として，希望者全員が６５歳まで働ける機会を設けることを事

業主に求めているものである。」 

「同条は，その趣旨に反しない限り，事業主がその実情に応じて多様かつ柔軟な措置を講

ずることを許容しているものであり，また，このような高齢者雇用確保措置によって確

保されるべき雇用の形態については，必ずしも労働者の希望に合致した職種，労働条件

を求めるものではなく，常用雇用だけでなく，短時間勤務や隔日勤務など多様な雇用形

態も許容されるものと解される。」 

「したがって，労働者と事業主の間で，労働条件等について合意が得られず，結果的に労

働者が継続雇用を拒否した場合であっても，同条違反にはならない。」 

「再雇用契約が，『更新』されるのは，継続雇用制度の適用に基づくことは明らかである。

そして，このような高齢者雇用安定法の趣旨，特に継続雇用制度の定義からすれば，再

雇用契約が，『更新』される場合においても，定年後１回目の再雇用契約締結時と同様に，

必ずしも労働者の希望に合致した労働条件である必要はなく，労働者の希望に合致しな

い場合には，合意が成立せず，再雇用契約の更新に至らないものと解される。」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad6a4730000016ad3b65b3da8cee91e&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad6a4730000016ad3b65b3da8cee91e&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad6a4730000016ad3b65b3da8cee91e&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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（５）無期転換社員  

井関松山ファクトリー事件（高松高判令和元・７・８） 

【①有期契約労働者に物価手当を不支給とした点が労働契約法２０条違反と判断，②無

期転換後の物価手当相当の損害金の支払義務】 

 

（判旨） 

「本件手当等の不支給を定めた本件無期転換就業規則は，一審原告らが無期転換する前に

定められていることを考慮しても，当該定めについて合理的なものであることを要する

ところ（労働契約法７条参照），①同規則は，前記説示のとおり，本件手当等の支給に

関する限り，同規則制定前の有期契約労働者の労働条件と同一である上，仮に現在，一

審被告が規程等の明文の規定がないままに有期契約労働者に支給している『賞与』の廃

止まで想定しているのであれば，不利益な労働条件を定めたものといわざるを得ないこ

と，②一審被告が同規則の制定に当たって本件労働組合と交渉したことを認めるに足り

る適切な証拠はなく，一審原告らが同規則に定める労働条件を受け入れたことを認める

に足りる証拠もないこと，そして，③一審被告は，これらの事情にもかかわらず，上記

不支給を定めた同規則の合理性について特段の立証をしないことからすると，同規則の

制定のみをもって，一審被告が上記支払義務を負わないと解するべき根拠は認め難い。」 

 

［【井関松山製造所事件（高松高判令和元・７・８）】も上記と同様の判示をして，無期

転換後の損害賠償義務を認めた］ 
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Ⅲ．職務内容に関連する手当・待遇 

 

（１）無事故手当 

ハマキョウレックス事件（最二小判平成３０・６・１）・・・・・・・【均衡違反認定】 

【正社員である乗務員に対してのみ無事故手当を支給】 

（判旨） 

「無事故手当は，優良ドライバーの育成や安全な輸送による顧客の信頼の獲得を目的とし

て支給されるものであると解されるところ，上告人の乗務員については，契約社員と正

社員の職務の内容は異ならないから，安全運転及び事故防止の必要性については，職務

の内容によって両者の間に差異が生ずるものではない。また，上記の必要性は，当該労

働者が将来転勤や出向をする可能性や，上告人の中核を担う人材として登用される可能

性の有無といった事情により異なるものではない。加えて，無事故手当に相違を設ける

ことが不合理であるとの評価を妨げるその他の事情もうかがわれない。」 

「上告人の乗務員のうち正社員に対して上記の無事故手当を支給する一方で，契約社員に

対してこれを支給しないという労働条件の相違は，不合理であると評価することができ

るものであるから，労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たると解する

のが相当である。」 

 

（２）作業手当 

ハマキョウレックス事件（最二小判平成３０・６・１）・・・・・・・【均衡違反認定】 

【特殊作業に携わる正社員には作業手当（月額１万円～２万円）を支給／契約社員には

不支給】 

（判旨） 

「作業手当は，特定の作業を行った対価として支給されるものであり，作業そのものを金

銭的に評価して支給される性質の賃金であると解される。」 

「乗務員については，契約社員と正社員の職務の内容は異ならない。また，職務の内容及

び配置の変更の範囲が異なることによって，行った作業に対する金銭的評価が異なるこ

とになるものではない。加えて，作業手当に相違を設けることが不合理であるとの評価

を妨げるその他の事情もうかがわれない。」 

「乗務員のうち正社員に対して上記の作業手当を一律に支給する一方で，契約社員に対し

てこれを支給しないという労働条件の相違は，不合理であると評価することができるも

のであるから，労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たると解するのが

相当である。」 

 

 

 

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b44000001679d1f64d60c4e183f&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b44000001679d1f64d60c4e183f&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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（３）役付手当 

長澤運輸事件（最二小判平成３０・６・１）・・・・・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【正社員の中から指定された役付員（班長・組長）には役付手当を支給】 

（判旨） 

「役付手当は，その支給要件及び内容に照らせば，正社員の中から指定された役付者であ

ることに対して支給されるものであるということができ，上告人らの主張するような性

格＊のものということはできない。」 

＊上告人らは役付手当を年功給・勤続給的性格のものと主張 

「正社員に対して役付手当を支給する一方で，嘱託乗務員に対してこれを支給しないとい

う労働条件の相違は，労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たるという

ことはできない。」 

 

（４）外務業務手当 

①日本郵便（佐賀）事件（福岡高判平成３０・５・２４【確定】）・・・【均衡違反否定】 

②日本郵便（東京）事件（東京高判平成３０・１２・１３【確定】）・・・【均衡違反否定】 

③日本郵便（大阪）事件（大阪高判平成３１・１・２４【確定】）・・・【均衡違反否定】 

【時給制契約社員には，正社員の外務業務手当（外務業務に従事した場合の手当）が不

支給】 

（①の判旨） 

「正社員において内務業務と外務業務の業務内容の相違に鑑みて外務業務の従事者に給与

を加算する趣旨の手当は外務業務手当のみ・・・他方，時給制契約社員の基本給の下限

は，地域別最低賃金に相当する額２０円を加えた額であるが，支店において外務業務に

従事する同社員については，Ａ地域で１３０円，Ｂ地域で８０円が加算されることにな

っている。」 

「時給制契約社員についても内務業務に従事する者との比較において，外務業務に従事す

る者については，外務業務に従事していることを理由として給与の加算が行われている

のだから，正社員における外務業務手当と同趣旨の手当ないし給与の加算がないとはい

えない。」 

「額に相違があることについては，両者の賃金体系に相違があること・・・や，正社員と

時給制契約社員との間では職務内容や，職務の内容及び配置の変更の範囲に相違がある

ことなどを考慮すると，不合理な相違があるとまではいえない。」 
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（５）能率手当・業務精通手当 

①日本郵便（佐賀）事件（福岡高判平成３０・５・２４【確定】）・・・・【均衡違反否定】 

②日本郵便（東京）事件（東京高判平成３０・１２・１３【確定】）・・・【均衡違反否定】 

③日本郵便（大阪）事件（大阪高判平成３１・１・２４【確定】）・・・【均衡違反否定】 

【正社員には能率手当・業務精通手当（※）を支給／時給制契約社員には不支給】 

※ ①では作業能率評価手当，②では郵便外務・内務業務精通手当，③では郵便外務

業務精通手当が問題 

（①の判旨） 

「正社員の手当に相当する支給は，時給制契約社員に対しても名称を異にする手当及び基

本給の一部として支給されている。」 

「外務業務に限った習熟度に対してされる給付について，業務の内容及び配置の変更が予

定される正社員については専ら手当として考慮し，当該業務のみに当たることを前提に

採用される期間雇用社員についてはその一部を基本給の中に取り込んで考慮する給与体

系を設けること自体は，正社員と時給制契約社員との間では職務内容や，職務の内容及

び配置の変更の範囲に相違があることなどを考慮すると不合理な相違であるとはいえな

い。」 

「正社員と時給制契約社員の業務の内容等の相違に加え，そもそも賃金体系等の制度設計

を異にし，新たな手当として時給制契約社員のために設けられた手当と，正社員に対し

て従前の手当を組み替えて支給される手当とではその給付開始の経緯や趣旨が異なるこ

とも考慮すると，単純な各手当の支給額の相違や一部の手当について対象者の範囲に相

違があることのみから，それらが不合理な相違であるということはできない。」 
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Ⅳ．勤務時間・勤務日に関連する手当・待遇 

 

（１）時間外割増 

長澤運輸事件（最二小判平成３０・６・１）・・・・・・・・・・・・【均衡違反認定】 

【嘱託社員の時間外手当の計算基礎には精勤手当が含まれない】 

※嘱託乗務員に精勤手当が支給されない点はⅣ(6)「皆勤手当・精勤手当」における長

澤運輸事件の判旨参照 

（判旨） 

「正社員の超勤手当及び嘱託乗務員の時間外手当は，いずれも従業員の時間外労働等に対

して労働基準法所定の割増賃金を支払う趣旨で支給されるものであるといえる。」 

「正社員と嘱託乗務員の賃金体系を区別して定めているところ，割増賃金の算定に当たり，

割増率その他の計算方法を両者で区別していることはうかがわれない。」 

「嘱託乗務員に精勤手当を支給しないことは，不合理であると評価することができるもの

に当たり，正社員の超勤手当の計算の基礎に精勤手当が含まれるにもかかわらず，嘱託

乗務員の時間外手当の計算の基礎には精勤手当が含まれないという労働条件の相違は，

不合理であると評価することができるものであるから，労働契約法２０条にいう不合理

と認められるものに当たると解するのが相当である。」 

 

メトロコマース事件（東京高判平成３１・２・２０【確定】）・・・・・【均衡違反認定】 

【正社員には所定労働時間を超える勤務について，始めの２時間までは１時間につき２

割７分増，２時間を超える時間は３割５分増の早出残業手当（労基法の割増率以上の

割増賃金）が支給】 

【契約社員Ｂには，所定労働時間を超える勤務について，１時間につき２割５分増の早

出残業手当（労基法の割増率の賃金）が支給】 

（判旨） 

「時間外労働の抑制という観点から有期契約労働者と無期契約労働者とで割増率に相違を

設けるべき理由はなく，そのことは使用者が法定の割増率を上回る割増率による割増賃

金を支払う場合にも同様というべきである（政府が発表した『同一労働同一賃金ガイド

ライン案（平成２８年１２月２０日）』・・・や，口頭弁論終結後に告示されたものでは

あるが，平成３０年厚生労働省告示第４３０号『短期間・有期雇用労働者及び派遣労働

者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針』においても，同一の使用者から雇用さ

れている無期契約労働者と有期契約労働者とで時間外労働手当の割増率は同一とすべき

である旨がうたわれている。）ところ，第１審被告において，割増賃金の算定に当たって

は，・・・売店業務に従事する正社員と契約社員Ｂとでは基礎となる賃金において前者が

後者より高いという相違があるのであって，これに加えて割増率においても同様の事情

をもって正社員の方が契約社員Ｂより高いという相違を設けるべき積極的理由があると
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いうことはできない」 

 

（２）休日数（割増賃金） 

ニヤクコーポレーション事件（大分地判平成２５・１２・１０）・・・・【均等違反認定】 

【準社員である原告（準社員の所定労働時間は７時間，正社員は８時間）は，期間１年

の雇用契約を反復更新／準社員は正社員と同じ業務に従事】 

【準社員は正社員と比べて休日が３０日以上少ない】 

※旧パート労働法８条１項（均等待遇・差別的取扱いの禁止）の事案 

（判旨） 

「差の日数について，準社員が勤務した場合は通常の賃金しか得られないのに対し，正社

員が勤務すれば時間外の割増賃金を得ることができるから，この点において，準社員は，

賃金の決定について，正社員と比較して差別的取扱いを受けているものと認められる。」 

「週休日の日数について正社員と準社員に差を設けることについて合理的な理由があると

は認められず，このような差別的取扱いは，短時間労働者であることを理由として行わ

れているものと認められる。」 

 

（３）早出勤務等手当・夜間特別勤務手当 

①日本郵便（佐賀）事件（福岡高判平成３０・５・２４【確定】）・・・【均衡違反否定】 

②日本郵便（東京）事件（東京高判平成３０・１２・１３【確定】）・・・【均衡違反否定】 

③日本郵便（大阪）事件（大阪高判平成３１・１・２４【確定】）・・・・【均衡違反否定】 

【正規の勤務時間外の時間帯勤務があった場合の１回当たりの支給額の相違】 

（①日本郵便（佐賀）事件の判旨） 

「当該時間帯に１時間勤務すれば基本賃金と併せて支給が受けられるとされる時給制契約

社員と，勤務時間の関係で当該時間帯を含んで４時間以上の勤務に従事しなければ支給

を受けられないとされる正社員とでは支給要件が異なる。正社員が４時間勤務して加算

される金額という意味では，勤務１回当たりの支給額を時給換算した場合の加算額は，

正社員の方が時給制契約社員を下回る場合も出てくることになる。」 

「その上，早出勤務等手当の支給が問題になる時給制契約社員は，そもそも採用の際に同

手当の支給対象となる時間帯を勤務時間とすることを前提にして労働契約を締結してい

る者がある」 

「そうすると，勤務体制も基本給を含めた給与体系も異なる両者について，勤務した際に

従事する業務の内容が同一で，勤務１回当たりの支給額が異なるという事実のみをもっ

て，その相違が不合理であるということはできないというべきである。」 

 

『夜間特別勤務手当』【均衡違反否定】について 

「正社員については，シフト制勤務により早朝，夜間の勤務をさせているのに対し，時給制契
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約社員については，募集や採用の段階で勤務時間帯を特定した上で雇用契約を締結し，その

特定された時間の勤務を求めているという意味で職務内容等に違いがあり，その違いに基づ

き，正社員についてのみ社員間の公平を図るために夜間特別勤務手当を支給することは，時

給制契約社員には正社員の夜勤手当（１００分の２５）よりも高い割合（１００分の３０）

の深夜割増賃金が支給されること・・・も考慮すると，夜間特別勤務手当における正社員と

契約社員間の相違は，不合理なものと認めることはできない。」 

 

 

（４）年末年始勤務手当 

①日本郵便（東京）事件（令和２・１０・１５）・・・・・・・・・・【均衡違反認定】 

②日本郵便（大阪）事件（令和２・１０・１５）・・・・・・・・・・【均衡違反認定】 

【年末年始に勤務した正社員には年末年始勤務手当を支給／契約社員には不支給】 

（①の判旨） 

「 年末年 始勤 務手当 は，郵 便の 業務を 担当す る正 社員の 給与を 構成 す

る 特殊 勤務 手当の一 つで あり ，１２月 ２９ 日か ら翌年１ 月３ 日ま で

の 間に おい て実際に 勤務 した ときに支 給さ れる ものであ るこ とか ら

す ると ，同 業務につ いて の 最 繁忙期で あり ，多 くの労働 者が 休日 と

し て過 ごし ている上 記の 期間 において ，同 業務 に従事し たこ とに 対

し ，そ の勤 務の特殊 性か ら基 本給に加 えて 支給 される対 価と して の

性 質を 有す る もので ある とい える。ま た， 年末 年始勤務 手当 は， 正

社 員が 従事 した業務 の内 容や その難度 等に 関わ らず，所 定の 期間 に

お いて 実際 に勤務し たこ と自 体を支 給 要件 とす るもので あり ，そ の

支給金額も，実際に勤務した時期と時間に応じて一律である。」  

「 年末年 始勤 務手当 の性質 や支 給要件 及び支 給金 額に照 らせば ，こ れ

を 支給 する こととし た趣 旨は ，郵便の 業務 を担 当する時 給制 契約 社

員 にも 妥当 するもの であ る。 そうする と ・ ・・ 郵便の業 務を 担当 す

る 正社 員と 上記時給 制契 約社 員との間 に 労 働契 約法２０ 条 所 定の 職

務 の内 容や 当該職務 の内 容及 び配置の 変更 の範 囲その他 の事 情に つ

き 相応 の相 違がある こと 等を 考慮して も， 両者 の間に年 末年 始勤 務

手 当に 係る 労働条件 の相 違が あること は， 不合 理である と評 価す る

ことができるものといえる。」  

「 郵便の 業務 を担当 する 正 社員 に対し て年末 年始 勤務手 当を支 給す る

一 方で ，同 業務を担 当す る時 給制契約 社員 に対 してこれ を支 給し な

い とい う労 働条件の 相違 は， 労働契約 法２ ０条 にいう不 合理 と認 め

られるものに当たると解するのが相当である。」  

 

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad628330000017545c1e2c8496457d6&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad628330000017545c1e2c8496457d6&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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（５）－１ 祝日給（祝日の勤務） 

①日本郵便（佐賀）事件（福岡高判平成３０・５・２４【確定】）・・・・【均衡違反否定】 

②日本郵便（東京）事件（東京高判平成３０・１２・１３【確定】）・・・【均衡違反否定】 

【正社員は祝日勤務の場合に祝日給支給／時給制契約社員にはかかる手当なし】 

 

（①の判旨） 

「正社員の基本給は，祝日も勤務することを前提に定められているにもかかわらず，祝日

に勤務を要しないとされた者は当該日数分の減給があるわけではないから，祝日に勤務

することを命じられた者との間に不均衡があるということができる。」 

「時給制契約社員は，週休日の定めは正社員と同様であるものの，正規の勤務時間を割り

振られた日及び週休日以外はそもそも非番日となっており，祝日を含め，週休日以外の

日に出勤することが当然の前提となっていない。祝日に勤務時間が割り振られれば，出

勤日となり，就労に応じた基本賃金及び割増賃金を得られるが，そうでない場合はそれ

を得られない。」 

「祝日給が支給されている趣旨は，正社員の勤務体制を前提にした正社員間の処遇の均衡

を図ってきた歴史的な経緯によるものである。」 

「時給制契約社員との間に相違が生じているのは，祝日が本来的には勤務日であることと

され，それを前提に基本給等が定まっている正社員と，そもそも祝日は当然に勤務日で

はなく，就労した時間数に応じて賃金を支払うこととされている時給制契約社員の勤務

体制の相違によるものであるといえる。」 

「上に述べた事情を総合考慮するならば，この点に関する相違を不合理であるとまで認め

ることはできない」 

 

（５）－２ 祝日給（年始期間の勤務） 

日本郵便（大阪）事件（最一小判令和２・１０・１５）・・・・・・・【均衡違反認定】 

【年始期間に勤務した正社員には祝日給を支給／契約社員には祝日割増賃金を不支給】 

（判旨） 

「 祝日給 は， 祝日の ほか， 年始 期間の 勤務に 対し ても支 給され るも の

で ある 。年 始期間に つい ては ，郵便の 業務 を担 当する正 社員 に対 し

て 特別 休暇 が与えら れて おり ，これは ，多 くの 労働者に とっ て年 始

期 間が 休日 とされて いる とい う慣行に 沿っ た休 暇を設け ると いう 目

的 によ るも のである と解 され る。これ に対 し， 本件契約 社員 に対 し

て は， 年始 期間につ いて の特 別休暇は 与え られ ず，年始 期間 の勤 務

に 対し ても ，正社員 に支 給さ れる祝日 給に 対応 する祝日 割増 賃金 は

支 給さ れな い。そう する と， 年始期間 の勤 務に 対する祝 日給 は， 特

別 休暇 が与 えられる こと とさ れている にも かか わらず最 繁忙 期で あ
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る ため に年 始期間に 勤務 した ことにつ いて ，そ の代償と して ，通 常

の 勤務 に対 する賃金 に所 定の 割増しを した もの を支給す るこ とと さ

れ たも のと 解され， 郵便 の業 務を担当 する 正社 員と本件 契約 社員 と

の 間の 祝日 給及びこ れに 対応 する祝日 割増 賃金 に係る上 記の 労働 条

件 の相 違は ，上記特 別休 暇に 係る労働 条件 の相 違を反映 した もの と

考えられる。」  

「本件契約社員は，契約期間が６か月以内又は１年以内とされており，

第 １審 原告 らのよう に有 期労 働契約の 更新 を繰 り返 して 勤務 する 者

も 存す るな ど，繁忙 期に 限定 された短 期間 の勤 務ではな く， 業務 の

繁 閑に 関わ らない勤 務が 見込 まれてい る。 そう すると， 最繁 忙期 に

お ける 労働 力の確保 の観 点か ら，本件 契約 社員 に対して 上記 特別 休

暇 を付与 しな いこと 自体に は理 由があ るとい うこ とはで きるも のの，

年 始期 間に おける勤 務の 代償 として祝 日給 を支 給する趣 旨は ，本 件

契約社員にも妥当するというべきである。」  

「 郵便の 業務 を担当 する正 社員 と本件 契約社 員と の間に 労働契 約法 ２

０ 条所 定の 職務の内 容や 当該 職務の内 容及 び配 置の変更 の範 囲そ の

他 の事 情に つき相応 の相 違が あること 等を 考慮 しても， 上記 祝日 給

を 正社 員に 支給する 一方 で本 件契約社 員に はこ れに対応 する 祝日 割

増 賃金 を支 給しない と い う労 働条件の 相違 があ ることは ，不 合理 で

あると評価することができるものといえる。」  

「 郵便の 業務 を担当 する正 社員 に対し て年始 期間 の勤務 に対す る祝 日

給 を支 給す る一方で ，本 件契 約社員に 対し てこ れに対応 する 祝日 割

増 賃金 を支 給しない とい う労 働条件の 相違 は， 労働契約 法２ ０条 に

いう不合理と認められるものに当たると解するのが相当 である。」  

 

（６）皆勤手当・精勤手当 

ハマキョウレックス事件（最二小判平成３０・６・１）・・・・・・・【均衡違反認定】 

【正社員である乗務員にのみ皆勤手当を支給】 

（判旨） 

「皆勤手当は，上告人が運送業務を円滑に進めるには実際に出勤するトラック運転手を一

定数確保する必要があることから，皆勤を奨励する趣旨で支給されるものであると解さ

れるところ，上告人の乗務員については，契約社員と正社員の職務の内容は異ならない

から，出勤する者を確保することの必要性については，職務の内容によって両者の間に

差異が生ずるものではない。」 

「上記の必要性は，当該労働者が将来転勤や出向をする可能性や，上告人の中核を担う人

材として登用される可能性の有無といった事情により異なるとはいえない。」 

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b44000001754e89dd329716e4ce&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b44000001754e89dd329716e4ce&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b44000001754e89dd329716e4ce&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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「本件労働契約及び本件契約社員就業規則によれば，契約社員については，上告人の業績

と本人の勤務成績を考慮して昇給することがあるとされているが，昇給しないことが原

則である上，皆勤の事実を考慮して昇給が行われたとの事情もうかがわれない。」＊ 

「上告人の乗務員のうち正社員に対して上記の皆勤手当を支給する一方で，契約社員に対

してこれを支給しないという労働条件の相違は，不合理であると評価することができる

ものであるから，労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たると解するの

が相当である。」 

 

＊ハマキョウレックス事件の上記最高裁判決の差戻審（大阪高判平成 30・12・21 労経速

２３６９号１８頁）は，「時間給の増加が，・・・『ある賃金項目の有無及び内容が，他

の賃金項目の有無及び内容を踏まえて決定される場合』という事情，すなわち，契約社

員である乗務員への皆勤手当不支給に対する合理的な代償措置と評価できるのであれ

ば，かかる代償措置を踏まえて皆勤手当不支給が決定されているということができる」

としつつ，同事件の事案では，①時給の増額は，皆勤の評価が直ちに賃金に反映される

のか不確実な制度であること，②皆勤手当（月額１万円，年額 12 万円）と比べると，

増額がわずか（最大でも月額 504 円，年額 6048 円程度）であることを指摘し，「契約

社員である乗務員について，皆勤を奨励する趣旨で翌年の時給の増額がなされ得る部分

があることをもって，皆勤手当を不支給とする合理的な代償措置と位置づけることはで

きない。」とした。 

 

 

長澤運輸事件（最二小判平成３０・６・１）・・・・・・・・・・・・【均衡違反認定】 

【正社員には精勤手当を支給／嘱託乗務員には不支給 】 

（判旨） 

「精勤手当は，その支給要件及び内容に照らせば，従業員に対して休日以外は１日も欠か

さずに出勤することを奨励する趣旨で支給されるものであるということができる。」 

「嘱託乗務員と正社員との職務の内容が同一である以上，両者の間で，その皆勤を奨励す

る必要性に相違はないというべきである。なお，嘱託乗務員の歩合給に係る係数が正社

員の能率給に係る係数よりも有利に設定されていることには，被上告人が嘱託乗務員に

対して労務の成果である稼働額を増やすことを奨励する趣旨が含まれているとみること

もできるが，精勤手当は，従業員の皆勤という事実に基づいて支給されるものであるか

ら，歩合給及び能率給に係る係数が異なることをもって，嘱託乗務員に精勤手当を支給

しないことが不合理でないということはできない。」 

「正社員に対して精勤手当を支給する一方で，嘱託乗務員に対してこれを支給しないとい

う労働条件の相違は，不合理であると評価することができるものであるから，労働契約

法２０条にいう不合理と認められるものに当たると解するのが相当である。」 

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b44000001679d1f64d60c4e183f&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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井関松山製造所事件（高松高判令和元年・７・８）・・・・・・・・・【均衡違反認定】 

【無期契約労働者には①月給者（連続１か月未満の欠勤には基本給控除を行わない者）

と②月給日給者（欠勤１日につき月額基本給から欠勤控除する者）がいる】 

【月給日給者(②)かつ当月皆勤者に限り精勤手当を支給(①には不支給)】 

【有期契約労働者（時給制／欠勤控除あり）には精勤手当を不支給】 

 

（判旨） 

「一審被告において，精勤手当等を設けた趣旨は明らかではないものの，前記認定したこ

れらの手当の支給額及び支給実態等，殊に正社員（無期契約労働者），有期契約労働者

のいかんを問わず，勤務日数，扶養家族の有無及びその人数，賃貸住宅への居住の有無

といった明確に定められた支給基準により一定額が支給されるものとされており，職務

の内容の差異等に基づくものとは解し難いこと，また，一審被告には，賞与と異なり，

精勤手当等の支給の有無及び支給額の多寡について格段の裁量もないことに照らすと，

精勤手当等の支給条件の差違について，所論の人事政策上の配慮等の必要性を認めるに

足りないというべきである。」 

「一審被告は，当審においても，原審と同旨の主張をするが，家族手当，住宅手当及び精

勤手当について，その支給の定め等に照らして所論のような人事政策上の考慮に基づく

ものとまでは認め難いし，殊に精勤手当については，補正の上で引用する原判決が認定

説示するとおり，月給日給者かつ当該月皆勤者のみに所定の額が支給され，月給者には

支給されていないことからすると，月給者に比較して収入が不安定になりがちな月給日

給者に対する配慮に出たことがうかがわれるのであって，少なくとも所論のようなライ

ン工への配慮によるものとはにわかに認め難いし，また，精勤手当の支給につき，無期

契約労働者がより難易度の高い定常業務に従事していることによる見返り等であること

を認めるに足りる証拠もないことを指摘することができる。」 

 

≪参考≫ 原審（松山地判平成３０・４・２４）の判旨 

「精勤手当の趣旨としては，少なくとも，月給者に比べて月給日給者の方が欠勤日数の

影響で基本給が変動して収入が不安定であるため，かかる状態を軽減する趣旨が含ま

れると認められる。」 

「有期契約労働者は，時給制であり，欠勤等の時間については，１時間当たりの賃金額

に欠勤等の合計時間数を乗じた額を差し引くものとされ・・・欠勤日数の影響で基本

給が変動し収入が不安定となる点は月給日給者と変わりはない。」 

「無期契約労働者の月給日給者には精勤手当を支給し，有期契約労働者には精勤手当を

支給しないことは，不合理であると認められる。」 
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名古屋自動車学校事件（名古屋地判令和２・１０・２８）・・・・・・・【均衡違反認定】 

（判例集未登載） 

【正職員定年退職時と嘱託職員（再雇用）時で減額された皆精勤手当及び敢闘賞（精励

手当）が支給）】 

（判旨） 

「原告らは，嘱託職員として，正職員定年退職時より減額された皆精勤手当及び敢闘賞（精

励手当）を支給されていたところ，これら賃金項目の支給の趣旨は，所定労働時問を欠

略なく出勤すること及び多くの指導業務に就くことを奨励することであって，その必要

性は，正職員と嘱託職員で相違はないから，両者で待遇を異にするのは不合理である旨

主張する。・・・原告らの主張は正当として是認できるから，皆精勤手当及び敢闘賞（精

励手当）について，正職員定年退職時に比べ嘱託職員時に減額して支給するという労働

条件の相違は，労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たると解するのが

相当である。」 

 

（７）大学夜間担当手当 

学校法人Ｘ事件（京都地判平成３１・２・２８）・・・・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【大学の嘱託講師は夜間授業を担当しても「大学夜間担当手当」は不支給／専任教員に

は支給】 

 ※労働契約法２０条及びパートタイム労働法８条が問題 

（判旨）        注：判旨中の本件手当は「大学夜間担当手当」 

「有期雇用者又はパートタイム雇用者ではあるが講義担当予定時間が比較的長く，かつ，

講義以外の学内行政への関与が予定されている客員教員Ａ，Ｂ及び任期付教員も本件手

当の対象となると解されることにも照らすと，本件手当は，少なくとも，被告が主張す

るような趣旨，すなわち，専任教員が日中に多岐に亘る業務を担当しつつ，さらに夜間

の授業を担当することの負担に配慮する趣旨の手当としての性格も有していることが首

肯できる。」 

「夜間授業をしている大学又は短大において，本件手当と同趣旨の手当をそもそも支給し

ていない大学又は短大の割合が一番高く，支給している大学又は短大においても専任教

員のみに支給している大学も一定割合存在することも考慮すると，本件手当を専任教員

のみに支給し，嘱託講師のこれを支給しないとの労働条件の差異が不合理であるとまで

評価することはできず，嘱託講師への本件手当の不支給は，労契法２０条及びパートタ

イム（ﾏﾏ）８条にいう不合理と認められるものに当たらないと解するのが相当である。」 

「専任教員の業務が多岐に亘っていることからすれば，委員や役職，授業の割り当て次第

で事実上長時間の場所的時間的拘束が生じ得ることは容易に想定でき，これによる負担

の対処として，その名称上その業務への従事自体に対する手当と解される委員長手当等

とは異なる趣旨の手当を支給することも不合理とは解されない」 
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「被告が専任教員の勤怠管理をしておらず，本件手当の支給は，夜間の授業と同日の昼間

の負担の有無によらず行われていること・・・，訴外労組との交渉時の被告の言動や平

成３０年４月の減額改正等の事実を踏まえても，上記被告の主張する本件手当の趣旨が

不合理であるとはいえない（例えば，本件手当が，夜間の授業と同日の昼間の負担の有

無によらずに支給されているとしても，あくまで結果論に過ぎない。）。」 

 

（８）裁量手当 

北日本放送事件（富山地判平成３０・１２・１９）・・・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【裁量労働制の対象として指定されていない再雇用社員には裁量手当を不支給】 

（判旨） 

「労働契約法２０条にいう『期間の定めがあることにより』とは，有期契約労働者と無期

契約労働者との労働条件の相違が期間の定めの有無に関連して生じたものであることを

いうものと解される（ハマキョウレックス事件最高裁判決）。」 

「原告が裁量手当の支給を受けていないのは，原告が裁量労働制の対象として被告から指

定されていないことによるのであって，これが期間の定めがあることに関連して生じた

ものであるとは認められない。したがって，原告に裁量手当を支給しないことが，労働

契約法２０条に違反するとはいえない。」 

「原告は，自身の担当する業務が定年退職前と変わらない以上，裁量手当を支給しないこ

とに合理的な理由はない旨主張する。しかし，いかなる者を裁量労働制の対象者として

指定するかについては被告の裁量に属するところ，・・・原告の職務の内容等に照らせば，

原告を裁量労働制の対象者としないとの被告の判断がその裁量を逸脱又は濫用している

とは認められない。」 
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Ⅴ．費用補助・福利厚生に関連する手当・待遇 

 

（１）住宅手当 

ハマキョウレックス事件（最二小判平成３０・６・１）・・・・・・・【均衡違反否定】 

【正社員にのみ住宅手当を支給】 

（判旨） 

「住宅手当は，従業員の住宅に要する費用を補助する趣旨で支給されるものと解されると

ころ，契約社員については就業場所の変更が予定されていないのに対し，正社員につい

ては，転居を伴う配転が予定されているため，契約社員と比較して住宅に要する費用が

多額となり得る。」 

「正社員に対して上記の住宅手当を支給する一方で，契約社員に対してこれを支給しない

という労働条件の相違は，不合理であると評価することができるものとはいえないから，

労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たらないと解するのが相当であ

る。」 

 

長澤運輸事件（最二小判平成３０・６・１）・・・・・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【正社員には住宅手当を支給／嘱託乗務員には不支給 】 

※定年後再雇用者の事案である点に注意 

（判旨） 

「住宅手当及び家族手当は，その支給要件及び内容に照らせば，前者は従業員の住宅費の

負担に対する補助として，後者は従業員の家族を扶養するための生活費に対する補助と

して，それぞれ支給されるものであるということができる。」 

「上記各手当は，いずれも労働者の提供する労務を金銭的に評価して支給されるものでは

なく，従業員に対する福利厚生及び生活保障の趣旨で支給されるものであるから，使用

者がそのような賃金項目の要否や内容を検討するに当たっては，上記の趣旨に照らして，

労働者の生活に関する諸事情を考慮することになるものと解される。被上告人における

正社員には，嘱託乗務員と異なり，幅広い世代の労働者が存在し得るところ，そのよう

な正社員について住宅費及び家族を扶養するための生活費を補助することには相応の理

由があるということができる。他方において，嘱託乗務員は，正社員として勤続した後

に定年退職した者であり，老齢厚生年金の支給を受けることが予定され，その報酬比例

部分の支給が開始されるまでは被上告人から調整給を支給されることとなっているもの

である。」 

「これらの事情を総合考慮すると，嘱託乗務員と正社員との職務内容及び変更範囲が同一

であるといった事情を踏まえても，正社員に対して住宅手当及び家族手当を支給する一

方で，嘱託乗務員に対してこれらを支給しないという労働条件の相違は，不合理である

と評価することができるものとはいえないから，労働契約法２０条にいう不合理と認め

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b44000001679d1f64d60c4e183f&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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られるものに当たらないと解するのが相当である。」 

 

メトロコマース事件（東京高判平成３１・２・２０【確定】）・・・・・【均衡違反認定】 

【正社員には住宅手当が一律支給（扶養家族の有無で金額が異なる）】 

【契約社員Ｂには扶養家族の有無にかかわらず住宅手当は不支給】 

（判旨） 

「住宅手当は，従業員が実際に住宅費を負担しているか否かを問わずに支給されることか

らすれば，職務内容等を離れて従業員に対する福利厚生及び生活保障の趣旨で支給され

るものであり，その手当の名称や扶養家族の有無によって異なる額が支給されることに

照らせば，主として従業員の住宅費を中心とした生活費を補助する趣旨で支給されるも

のと解するのが相当であるところ，上記のような生活費補助の必要性は職務の内容等に

よって差異が生ずるものではないし，第１審被告においては，正社員であっても転居を

必然的に伴う配置転換は想定されていない・・・というのであるから，勤務場所の変更

によっても転居を伴うことが想定されていない契約社員Ｂと比較して正社員の住宅費が

多額となり得るといった事情もない。」 

「第１審被告は，人事施策として，正社員採用の条件として住宅手当が支給されることを

提示することによって採用募集への訴求を図り，有為な人材を確保し，採用後に現に支

給することによって有為な人材の定着を図る趣旨であると主張する。しかしながら，第

１審被告においてそのような効果を図る意図があるとしても，住宅手当の主たる趣旨は

上記のとおりに解されるのであって，そうである以上，比較対象とされる正社員との関

係で上記のような理由のみで契約社員Ｂに住宅手当を支給しないことが正当化されるも

のとはいえないから，上記主張は採用することができない。」 

 

①日本郵便（東京）事件（東京高判平成３０・１２・１３【確定】）・・・【均衡違反認定】 

②日本郵便（大阪）事件（大阪高判平成３１・１・２４【確定】）・・・・【均衡違反認定】 

【正社員には住居手当支給／契約社員には不支給】 

（①の判旨） 

「第１審被告は，住居手当支給の趣旨として，正社員は配置転換等により勤務地が変更さ

れる可能性があることを主張するところ，旧人事制度では，第１審被告の正社員のうち

の旧一般職は，転居を伴う可能性のある配置転換等が予定されていたが・・・，時給制

契約社員は転居を伴う配置転換等は予定されていない・・・から，旧一般職は時給制契

約社員と比較して住宅に要する費用が多額となり得る。したがって，旧一般職に対して

上記の住居手当を支給する一方で，契約社員に対してこれを支給しないという労働条件

の相違は，不合理であると評価することができるものとはいえないから，労契法２０条

にいう不合理と認められるものに当らないと解するのが相当である。」 

「新人事制度では，新一般職は，転居を伴う配置転換等は予定されない・・・したがって，
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新一般職も時給制契約社員も住宅に要する費用は同程度とみることができるから，新一

般職に対して上記の住居手当を支給する一方で，時給制契約社員に対してこれを支給し

ないという労働条件の相違は，不合理であると評価することができるものであるから，

労契法２０条にいう不合理と認められるものに当たると解するのが相当である。」 

 

井関松山製造所事件（高松高判令和元年７月８日）・・・・・・・・・【均衡違反認定】 

【無期契約労働者には，民営借家，公営住宅又は持家に居住する者に支給（一律支給で

はない）／住宅手当の金額は民営借家の場合は高額】 

【有期契約労働者には住宅手当を不支給】 

（判旨） 

「一審被告において，精勤手当等（※講師注：家族手当・精勤手当・住宅手当）を設けた

趣旨は明らかではないものの，前記認定したこれらの手当の支給額及び支給実態等，殊

に正社員（無期契約労働者），有期契約労働者のいかんを問わず，勤務日数，扶養家族

の有無及びその人数，賃貸住宅への居住の有無といった明確に定められた支給基準によ

り一定額が支給されるものとされており，職務の内容の差異等に基づくものとは解し難

いこと，また，一審被告には，賞与と異なり，精勤手当等の支給の有無及び支給額の多

寡について格段の裁量もないことに照らすと，精勤手当等の支給条件の差違について，

所論の人事政策上の配慮等の必要性を認めるに足りないというべきである。」 

「一審被告は，当審においても，原審と同旨の主張をするが，家族手当，住宅手当及び精

勤手当について，その支給の定め等に照らして所論のような人事政策上の考慮に基づく

ものとまでは認め難い」 

 

≪参考≫ 原審（松山地判平成３０・４・２４）の判旨 

「住宅手当は，住宅費用の負担の度合いに応じて対象者を類型化してその者の費用負担

を補助する趣旨であると認められ，住宅手当が無期契約労働者の職務内容等に対応し

て設定された手当と認めることは困難であり，有期契約労働者であっても，住宅費用

を負担する場合があることに変わりはない。したがって，無期契約労働者には住宅手

当を支給し，有期契約労働者には住宅手当を支給しないことは，不合理であると認め

られる。」 

「被告は，配置の変更の範囲が広い無期契約労働者は，潜在的に住宅に要する費用が有

期契約労働者よりも高くなるから，無期契約労働者のみに住宅手当を支給することは

不合理ではないと主張する。しかし，被告の従業員は，勤務地の変更を伴う異動は想

定されていないから・・・無期契約労働者が有期契約労働者に比して，潜在的に住宅

費用が高くなると認めることは困難である。」 
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北日本放送事件（富山地判平成３０・１２・１９）・・・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【再雇用社員には住宅手当を不支給】 

（判旨） 

「正社員のうち社宅入居者以外の者には，採用地等の基準に応じて３万円から４万１００

０円の住宅手当が支給されるのに対し，再雇用社員には，住宅手当が支給されないこと

が認められる。上記労働条件の相違は，再雇用社員と正社員一般の間におけるものであ

るから，住宅手当に関する相違の検討においては，再雇用社員と正社員を検討の対象と

する。」 

「住宅手当は，その支給要件及び内容に照らし，実際に支出した住宅費用の補助としての

意味合いのみならず，正社員に対する福利厚生としての意味合いを有するものであるこ

とが認められる。社員に対する福利厚生の要否及び内容を検討するに当たっては，その

趣旨に照らして，労働者の生活に関する諸事情を考慮することになるものと解される。

そして，正社員は，幅広い世代の労働者が存在し得るから，住宅費を補助することには

相応の理由があるということができる。他方で，再雇用社員は，正社員として勤続した

後に定年退職した者であり，原告のように既に持ち家を所有している者も相当程度存在

することが推測されるから，住宅費を補助する必要性が高いとは必ずしもいえない。ま

た，・・・職務の内容，特に，正社員は転勤及び関連会社への出向が予定されているのに

対し，再雇用社員は今まで配置転換及び転勤することとなった者がいないことを踏まえ

れば，正社員は，再雇用社員と比較して住宅に要する費用が多額になり得るといえる。」 

「以上の事情を踏まえれば，正社員に対して住宅手当を支給する一方で，再雇用社員に対

してこれを支給しないことを不合理であると評価することはできず，この相違が労働契

約法２０条に定める『不合理と認められるもの』に当たるということはできない。」 

 

学校法人中央学院（非常勤講師）事件（東京地判令和元・５・３０）・【均衡違反否定】 

【専任教員には住宅手当を支給／非常勤講師には不支給】 

（判旨） 

「支給要件及び内容（本件給与規則第１１条及び第１２条）に照らせば，家族手当は教職

員が家族を扶養するための生活費に対する補助として，住宅手当は教職員の住宅費の負

担に対する補助として，それぞれ支給されるものであるということができるものであり，

いずれも，労働者の提供する労務を金銭的に評価して支給されるものではなく，従業員

に対する福利厚生及び生活保障の趣旨で支給されるものであるということができるとこ

ろ，上記ウ【本俸（基本給）に関する説明部分参照】において指摘した各事情に加え，

授業を担当するのみならず，大学運営に関する幅広い業務を行い，これらの業務に伴う

責任を負う立場にある本件大学の専任教員として相応しい人材を安定的に確保する（大

学設置基準第１３条）ために，専任教員について福利厚生の面で手厚い処遇をすること
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に合理性がないとはいえないことや，本件大学の専任教員が，その職務の内容故に，被

告との間の労働契約上，職務専念義務を負い，原則として兼業が禁止され，その収入を

被告から受ける賃金に依存せざるを得ないことからすると，被告において，本件大学の

専任教員のみに対して家族手当及び住居手当を支給することが不合理であると評価する

ことはできない。」 

「原告は，大学の非常勤講師を職業とし，被告から受ける賃金がその収入の大半を占めて

いたものであるが，被告以外のどの大学といかなるコマ数の授業を担当するかに制限は

なく，被告との間の労働契約上，その収入を被告から受ける賃金に依存せざるを得ない

専任教員とは事情が異なるものであるから，被告において，専任教員の義務コマ数であ

る５コマ以上のコマ数を担当する非常勤講師については家族手当及び住宅手当の支給の

対象とするといった賃金制度を採用しなかったことが不合理であるなどということもで

きない。」 

 

（２）給食手当 

ハマキョウレックス事件（最二小判平成３０・６・１）・・・・・・・【均衡違反認定】 

【正社員にのみ給食手当を支給】 

（判旨） 

「給食手当は，従業員の食事に係る補助として支給されるものであるから，勤務時間中に

食事を取ることを要する労働者に対して支給することがその趣旨にかなうものである。」 

「乗務員については，契約社員と正社員の職務の内容は異ならない上，勤務形態に違いが

あるなどといった事情はうかがわれない。また，職務の内容及び配置の変更の範囲が異

なることは，勤務時間中に食事を取ることの必要性やその程度とは関係がない。」 

「給食手当に相違を設けることが不合理であるとの評価を妨げるその他の事情もうかがわ

れない。」 

「上告人の乗務員のうち正社員に対して上記の給食手当を支給する一方で，契約社員に対

してこれを支給しないという労働条件の相違は，不合理であると評価することができる

ものであるから，労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たると解するの

が相当である。」 

 

（３）通勤手当  

ハマキョウレックス事件（最二小判平成３０・６・１）・・・・・・・【均衡違反認定】 

【契約社員には月額３０００円の通勤手当を支給／契約社員と交通手段及び通勤距離が

同じ正社員には月額５０００円の通勤手当を支給】 

（判旨） 

「通勤手当は，通勤に要する交通費を補塡する趣旨で支給されるものであるところ，労働

契約に期間の定めがあるか否かによって通勤に要する費用が異なるものではない。」 

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b44000001679d1f64d60c4e183f&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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「職務の内容及び配置の変更の範囲が異なることは，通勤に要する費用の多寡とは直接関

連するものではない。」 

「加えて，通勤手当に差違を設けることが不合理であるとの評価を妨げるその他の事情も

うかがわれない。」 

「正社員と契約社員である被上告人との間で上記の通勤手当の金額が異なるという労働条

件の相違は，不合理であると評価することができるものであるから，労働契約法２０条

にいう不合理と認められるものに当たると解するのが相当である。」 

 

九水運輸商事事件（福岡高判平成３０・９・２０）・・・・・・・・【均衡違反認定】 

【通勤手当を正社員には１万円／パート社員には５０００円の一律定額支給】 

注：「パート社員」は有期雇用であり，本件では労働契約法２０条が問題となった。 

（判旨） 

「１審原告らの雇入通知書には，皆勤手当とは別に通勤手当が記載されていた上，１審被

告のパート社員が通勤に最も多く利用する交通手段は自家用車であったから，本件改定

前に１審原告らに支給されていた通勤手当は，通勤に要する交通費を補填する趣旨で支

給されていたものというべきである。」 

「正社員とパート社員の業務は，いずれも北九州市中央卸売市場での作業を中核とするも

のであり，１審被告が主張する上記相違は，いずれも通勤に要する費用の多寡と直接関

連するものではない。」 

「旧給与規程により正社員に支給されていた通勤手当は，１か月に出勤日の半分を超える

欠勤があった場合に１万円よりも少ない金額が支給される可能性があるものであるにす

ぎない一方，パート社員である１審原告らの通勤手当は，欠勤２日以内の場合にのみ支

給されるものであって，通勤手当の金額の多寡と出勤率の向上との関連は薄いといわざ

るを得ない」 

「労働契約に期間の定めがあるか否かによって通勤に要する費用が異なるものではないこ

と，正社員とパート社員とで通勤に利用する交通手段に相違は認められず，パート社員

の通勤時間や通勤経路が正社員のそれに比して短いといった事情がうかがわれないこと

を総合考慮すると，本件相違は労働契約法２０条にいう不合理な労働条件に当たると解

するのが相当である。」 

≪参考≫ 

［旧給与規程を改定して，正社員の通勤手当が５０００円減額されると同時に職能給を

１万円増額した点については以下のように判示して労働契約法２０条違反を否定］ 

「正社員に支給されている職能給と通勤手当とは，別個の賃金であるといえるから，上

記減額及び増額が同時にされたことやその変動額が対応していることをもって，直ち

に職能給の一部が通勤手当に当たると認めることはできない。」 

「労働契約法２０条は，労働条件の相違が不合理と評価されるか否かを問題とするもの

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b44000001679d1f64d60c4e183f&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b44000001679d1f64d60c4e183f&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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であり，その解消のために無期契約労働者の通勤手当が減額されたとしても，そのこ

とが同条に違反すると解することもできない。」 

 

（４）家族手当・扶養手当 

長澤運輸事件（最二小判平成３０・６・１）・・・・・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【正社員には家族手当を支給／嘱託乗務員には不支給 】 

※定年後再雇用者の事案である点に注意 

［Ⅴ(1)「住宅手当」における長澤運輸事件の判旨参照］ 

 

日本郵便（大阪）事件（最一小判令和２・１０・１５）・・・・・・・【均衡違反認定】 

【正社員には，扶養親族の状況に応じて扶養手当を支給／契約社員には不支給】 

（判旨） 

「郵 便 の 業 務 を 担 当 す る 正 社 員 に 対 し て 扶 養 手 当 が 支 給 さ れ て い る の

は，上記正社員が長期にわたり継続して勤務することが期待されるこ

とから，その生活保障や福利厚生を図り，扶養親族のある者の生活設

計等を容易にさせることを通じて，その継続的な雇用を確保するとい

う目的によるものと考えられる。このように，継続的な勤務が見込ま

れる労働者に扶養手当を支給するものとすることは，使用者の経営判

断として尊重し得るものと解される。」  

「 本件契 約社 員につ いても ，扶 養親族 があり ，か つ，相 応に継 続的 な

勤 務が 見込 まれるの であ れば ，扶養手 当を 支給 すること とし た趣 旨

は 妥当 する というべ きで ある 。そして ，第 １審 被告にお いて は， 本

件 契約 社員 は，契約 期間 が６ か月以内 又は １年 以内とさ れて おり ，

第 １審 原告 らのよう に有 期労 働契約の 更新 を繰 り返して 勤務 する 者

が存するなど，相応に継続的な勤務が見込まれているといえる。」  

「 正社員 と本 件契約 社員と の間 に 労働 契約法 ２０ 条 所定 の職務 の内 容

や 当該 職務 の内容及 び配 置の 変更の範 囲そ の他 の事情に つき 相応 の

相 違が ある こと等を 考慮 して も，両者 の間 に扶 養手当に 係る 労働 条

件 の相 違が あること は， 不合 理である と評 価す ることが でき るも の

というべきである。」  

「 したが って ， 郵便 の業務 を担 当する 正社員 に対 して扶 養手当 を支 給

す る一 方で ，本件契 約社 員に 対してこ れを 支給 しないと いう 労働 条

件 の相 違は ， 労働契 約法 ２０ 条 にいう 不合 理と 認められ るも のに 当

たると解するのが相当である。」  

 

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82a41000001754edfc081e799cbcf&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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井関松山製造所事件（高松高判令和元７月８日）・・・・・・・・・・【均衡違反認定】 

【無期契約労働者には家族手当を支給】 

【有期契約労働者には家族手当を不支給】 

 

（判旨） 

「一審被告において，精勤手当等（※講師注：家族手当・精勤手当・住宅手当）を設けた

趣旨は明らかではないものの，前記認定したこれらの手当の支給額及び支給実態等，殊

に正社員（無期契約労働者），有期契約労働者のいかんを問わず，勤務日数，扶養家族

の有無及びその人数，賃貸住宅への居住の有無といった明確に定められた支給基準によ

り一定額が支給されるものとされており，職務の内容の差異等に基づくものとは解し難

いこと，また，一審被告には，賞与と異なり，精勤手当等の支給の有無及び支給額の多

寡について格段の裁量もないことに照らすと，精勤手当等の支給条件の差違について，

所論の人事政策上の配慮等の必要性を認めるに足りないというべきである。」 

「一審被告は，当審においても，原審と同旨の主張をするが，家族手当，住宅手当及び精

勤手当について，その支給の定め等に照らして所論のような人事政策上の考慮に基づく

ものとまでは認め難い」 

 

≪参考≫ 原審（松山地判平成３０・４・２４）の判旨 

「家族手当は，生活補助的な性質を有しており，労働者の職務内容等とは無関係に，扶

養家族の有無，属性及び人数に着目して支給されている」  

「家族手当が無期契約労働者の職務内容等に対応して設定された手当と認めることは

困難である。そして，配偶者及び扶養家族がいることにより生活費が増加することは

有期契約労働者であっても変わりがないから，無期契約労働者に家族手当を支給する

にもかかわらず，有期契約労働者に家族手当を支給しないことは不合理である。」 

 

 

学校法人中央学院（非常勤講師）事件（東京地判令和元・５・３０）・【均衡違反否定】 

【専任教員には家族手当を支給／非常勤講師には不支給】 

 

［Ⅴ(1)「住宅手当」における学校法人中央学院（非常勤講師）事件の判旨参照］ 
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名古屋自動車学校事件（名古屋地判令和２・１０・２８）・・・・・・・【均衡違反否定】 

（判例集未登載） 

【正職員には扶養家族の人数に応じて家族手当を支給。嘱託職員（再雇用）には不支給】 

（判旨） 

「被告は，労務の提供を金銭的に評価した結果としてではなく，従業員に対する福利厚生

及び生活保障の趣旨で家族手当を支給しているのであり，使用者がそのような賃金項目

の要否や内容を検討するに当たっては，従業員の生活に関する諸事情を考慮することに

なると解される。そして，被告の正職員は，嘱託職員と異なり，幅広い世代の者が存在

し得るところ，そのような正職員について家族を扶養するための生活費を補助すること

には相応の理由があるということができる。他方，嘱託職員は，正職員として勤続した

後に定年退職した者であり，老齢厚生年金の支給を受けることにもなる。」 

「これらの事情を総合考慮すると，正職員に対して家族手当を支給する－方，嘱託職員に

対してこれを支給しないという労働条件の相違は，不合理であると評価することはでき

ず，労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たるということはできない。」 

 

（５）物価手当 

井関松山ファクトリー事件（高松高判令和元年・７・８）・・・・・・【均衡違反認定】 

【無期契約労働者には物価手当を支給／有期契約労働者には不支給】 

（判旨） 

「物価手当の支給の趣旨は，年齢に応じて増加する生活費の補助にあって，年齢に応じた

支給基準により一定額が支給されるものとされており，職務の内容の差異等に基づくも

のとは解し難いこと，また，一審被告には，賞与と異なり，物価手当の支給の有無及び

支給額の多寡について格段の裁量もないことに照らすと，物価手当の支給条件の差違に

ついて，所論の人事政策上の配慮等の必要性を認めるに足りないというべきである。」 

 

≪参考≫ 原審（松山地判平成３０・４・２４）の判旨 

「物価手当が年齢に応じて増大する生活費を補助する趣旨を含むことについては，当事

者間に争いはなく，被告では労働者の職務内容等とは無関係に，労働者の年齢に応じ

て支給されている」 

「物価手当の支給条件からすれば，同手当が無期契約労働者の職務内容等に対応して設

定された手当と認めることは困難であり，年齢上昇に応じた生活費の増大は有期契約

労働者であっても無期契約労働者であっても変わりはないから，有期契約労働者に物

価手当を一切支給しないことは不合理である。 
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（６）地域手当 

トーカロ事件（東京地判令和２年・５・２０）・・・・・・・・・・・・【均衡違反認定】 

【Ａコース正社員（関東地区に在住）には地域手当（月額１万円）が支給／嘱託社員に 

は不支給】 

（判旨） 

「関東地区に在住するＡコース正社員に支給されていた地域手当は，平成元年頃，労働者

の需要が高まり，かつ，関東地区の家賃相場が他の地区より高額であったにもかかわら

ず，正社員の初任給の額を全国一律としていたことなどから，関東地区に勤務する正社

員を確保することが困難であったため，将来に向けて安定的に正社員を確保する目的で

導入されたものである。そうすると，地域手当は，初任給の額が全国一律であるという

正社員固有の賃金制度に由来する問題を解消するための手当ということができる。これ

に対し，嘱託社員の賃金は，採用の目的等を勘案して個別決定され，家賃の高さその他

の各嘱託社員の居住地域固有の事情を考慮して，採用した地区ごとに賃金額を決定する

ことも可能である上，転勤も予定されていないことに照らせば，嘱託社員には，初任給

額が全国一律であることから生じた関東地区における正社員の安定的確保という地域手

当の支給に係る事情は妥当しない。」 

「被告は，平成１４年頃には，関東地区と他の地区との間に生活費の格差はほぼ存在せず、

関東地区における正社員の確保困難という状況が解消されたとの認識を有しており，同

年頃以降，地域手当の廃止に向けて企業内労働組合と協議を行い，同労働組合と妥結の

上で当初月額３万円であった地域手当を段階的に月額１万円まで引き下げ，最終的には

同労働組合と妥結して平成３０年１０月支給分から地域手当を廃止するに至ったもので

あり，このように労使交渉を経て地域手当が廃止されたことを踏まえると，被告の上記

認識を前提としても，請求対象期間である平成２７年２月から平成３０年１月までの間

に正社員に対してのみ地域手当を支給していたことには一定の合理性が認められる。」 

「地域手当導入の趣旨や労使交渉を経て同手当が廃止された経緯を総合すると，Ａコース

正社員と嘱託社員との間における地域手当の相違は，不合理であると評価することはで

きない。」 
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Ⅵ．賞与・退職金等 

 

（１）－１ 賞与（支給・不支給の相違） 

長澤運輸事件（最二小判平成３０・６・１）・・・・・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【正社員には賞与を支給／嘱託乗務員には不支給 】 

※定年後再雇用者の事案である点に注意 

（判旨） 

「賞与は，月例賃金とは別に支給される一時金であり，労務の対価の後払い，功労報償，

生活費の補助，労働者の意欲向上等といった多様な趣旨を含み得るものである。」 

「嘱託乗務員は，定年退職後に再雇用された者であり，定年退職に当たり退職金の支給を

受けるほか，老齢厚生年金の支給を受けることが予定され，その報酬比例部分の支給が

開始されるまでの間は被上告人から調整給の支給を受けることも予定されている。また，

本件再雇用者採用条件によれば，嘱託乗務員の賃金（年収）は定年退職前の７９％程度

となることが想定されるものであり，嘱託乗務員の賃金体系は・・・嘱託乗務員の収入

の安定に配慮しながら，労務の成果が賃金に反映されやすくなるように工夫した内容に

なっている。」 

「これらの事情を総合考慮すると，嘱託乗務員と正社員との職務内容及び変更範囲が同一

であり，正社員に対する賞与が基本給の５か月分とされているとの事情を踏まえても，

正社員に対して賞与を支給する一方で，嘱託乗務員に対してこれを支給しないという労

働条件の相違は，不合理であると評価することができるものとはいえないから，労働契

約法２０条にいう不合理と認められるものに当たらないと解するのが相当」 

 

大阪医科薬科大学事件（最三小判令和２・１０・１３）・・・・・・・【均衡違反否定】 

【正社員には賞与支給。アルバイト職員には不支給】 

（判旨） 

「第１審被告の正職員に対する賞与は，正職員給与規則において必要と

認めたときに支給すると定められているのみであり，基本給とは別に

支給される一時金として，その算定期間における財務状況等を踏まえ

つつ，その都度，第１審被告により支給の有無や支給基準が決定され

るものである。また，上記賞与は，通年で基本給の４．６か月分が一

応の支給基準となっており，その支給実績に照らすと，第１審被告の

業績に連動するものではなく，算定期間における労務の対価の後払い

や一律の功労報償，将来の労働意欲の向上等の趣旨を含むものと認め

られる。そして，正職員の基本給については，勤務成績を踏まえ勤務

年数に応じて昇給するものとされており，勤続年数に伴う職務遂行能

力の向上に応じた職能給の性格を有するものといえる上，おおむね，
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業務の内容の難度や責任の程度が高く，人材の育成や活用を目的とし

た人事異動が行われていたものである。このような正職員の賃金体系

や求められる職務遂行能力及び責任の程度等に照らせば，第１審被告

は，正職員としての職務を遂行し得る人材の確保やその定着を図るな

どの目的から，正職員に対して賞与を支給することとしたもの といえ

る。」  

「第 １ 審 原 告 に よ り 比 較 の 対 象 と さ れ た 教 室 事 務 員 で あ る 正 職 員 と ア

ルバイト職員である第１審原告の 労働契約法２０条所定の『業務の内

容及び当該業務に伴う責任の程度』（以下『職務の内容』という。）を

みると，両者の業務の内容は共通する部分はある ものの，第１審原告

の業務は，その具体的な内容や，第１審原告が欠勤した後の人員の配

置に関する事情からすると，相当に軽易であることがうかがわれるの

に対し，教室事務員である正職員は，これに加えて，学内の英文学術

誌の編集事務等，病理解剖に関する遺族等への対応や部門間の連携を

要 す る 業 務 又 は 毒 劇 物 等 の 試 薬 の 管 理 業 務 等 に も 従 事 す る 必 要 が あ

ったのであり，両者の職務の内容に一定の相違があったことは否定で

きない。また，教室事務員である正職員については，正職員就業規則

上人事異動を命ぜられる可能性があったのに対し，アルバイト職員に

ついては，原則として業務命令によって配置転換されることはなく，

人事異動は例外的かつ個別的な事情により行われていたものであり，

両者の職務の内容及び配置の変更の範囲（以下『変更の範囲』という。）

に一定の相違があったことも否定できない 。」  

「 第１審 被告 におい ては， 全て の正職 員が同 一の 雇用管 理の区 分に 属

す るも のと して同一 の就 業規 則等の適 用を 受け ており， その 労働 条

件 はこ れら の正職員 の職 務の 内容や変 更の 範囲 等を踏ま えて 設定 さ

れ たも のと いえると ころ ，第 １審被告 は， 教室 事務員の 業務 の内 容

の 過半 が定 型的で簡 便な 作業 等であっ た た め， 平成１３ 年頃 から ，

一 定の 業務 等が存在 する 教室 を除いて アル バイ ト職員に 置き 換え て

き たも ので ある。そ の結 果， 第１審原 告が 勤務 していた 当時 ，教 室

事 務員 であ る正職員 は， 僅か ４名にま で減 少す ることと なり ，業 務

の 内容 の難 度や責任 の程 度が 高く，人 事異 動も 行われて いた 他の 大

多 数の 正職 員と比較 して 極め て少数と なっ てい たもので ある 。こ の

よ うに ，教 室事務員 であ る正 職員が他 の大 多数 の正職員 と職 務の 内

容 及び 変更 の範囲を 異に する に至った こと につ いては， 教室 事務 員

の 業務 の内 容や第１ 審被 告が 行ってき た人 員配 置の見直 し等 に起 因

す る事 情が 存在した もの とい える。ま た， アル バイト職 員に つい て

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000017540937b3eb49ef6e3&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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は ，契 約職 員及び正 職員 へ段 階的に職 種を 変更 するため の試 験に よ

る登用制度が設けられていたものである。これらの事情については，

教 室事 務員 である正 職員 と第 １審原告 との 労働 条件の相 違が 不合 理

と 認め られ るもので ある か否 かを判断 する に当 たり， 労 働契 約法 ２

０条所定の『その他の事情』（以下，職務の内容及び変更の範囲と併

せて『職務の内容等』という。）として考慮するのが相当である。」  

「 第１審 被告 の正職 員に対 する 賞与の 性質や これ を支給 する目 的を 踏

ま えて ，教 室事務員 であ る正 職員とア ルバ イト 職員の職 務の 内容 等

を 考慮 すれ ば，正職 員に 対す る賞与の 支給 額が おおむね 通年 で基 本

給 の４ ．６ か月分で あり ，そ こに労務 の対 価の 後払いや 一律 の功 労

報 償の 趣旨 が含まれ るこ とや ，正職員 に準 ずる ものとさ れる 契約 職

員 に対し て正 職員の 約８０ ％に 相当す る賞与 が支 給され ていた こと，

ア ルバ イト 職員であ る第 １審 原告に対 する 年間 の支給額 が平 成２ ５

年 ４月 に新 規採用さ れた 正職 員の基本 給及 び賞 与の合計 額と 比較 し

て ５５ ％程 度の水準 にと どま るこ とを しん しゃ くしても ，教 室事 務

員 であ る正 職員と第 １審 原告 との間に 賞与 に係 る労働条 件の 相違 が

あ るこ とは ，不合理 であ ると まで評価 する こと ができる もの とは い

えない。」  

 

学校法人中央学院（非常勤講師）事件（東京地判令和元・５・３０）・【均衡違反否定】 

【専任教員のみに賞与・年度末手当を支給／非常勤講師には不支給】 

（判旨） 

「被告は，本件大学の専任教員のみに対して賞与及び年度末手当を支給していたものであ

る。しかしながら，これらは，被告の財政状態及び教職員の勤務成績に応じて支給され

るものである（本件給与規則第２２条及び第２３条）ところ，上記ウ【本俸（基本給）

に関する説明部分参照】において指摘した各事情に加え，本件大学の専任教員が，授業

を担当するのみならず，被告（本件大学）の財政状況に直結する学生募集や入学試験に

関する業務を含む大学運営に関する幅広い業務を行い，これらの業務に伴う責任を負う

立場にあること（それ故に，本件大学の専任教員は，被告との間の労働契約上，職務専

念義務を負い（本件就業規則第３条），原則として兼職が禁止されている（本件就業特則

第５条）。また，大学において一定数以上の専任教員を確保しなければならないとされて

いること（大学設置基準第１３条）も，専任教員がその他の教員と異なる重要な職責を

負うことの現れであるということができる。）からすると，被告において，本件大学の専

任教員のみに対して賞与及び年度末手当を支給することが不合理であると評価すること

はできないというべきである。」 

 

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000017540937b3eb49ef6e3&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000017540937b3eb49ef6e3&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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（１）－２ 賞与（金額・算定方法の相違） 

 

メトロコマース事件（東京高判平成３１・２・２０【確定】）・・・・・【均衡違反否定】 

【正社員には夏季と冬季に月額給与２か月分に一定額を加算した賞与が支給（平成２５

年度から平成２９年度までの平均支給実績）】 

【契約社員Ｂには夏季と冬季に各１２万円が支給】 

（判旨） 

「一般に，賞与は，月例賃金とは別に支給される一時金であり，対象期間中の労務の対価

の後払い，功労報償，生活補償，従業員の意欲向上など様々な趣旨を含み得るものであ

り，いかなる趣旨で賞与を支給するかは使用者の経営及び人事施策上の裁量判断による

ところ，このような賞与の性格を踏まえ，長期雇用を前提とする正社員に対し賞与の支

給を手厚くすることにより有為な人材の獲得・定着を図るという第１審被告の主張する

人事施策上の目的にも一定の合理性が認められることは否定することができない。」 

「従業員の年間賃金のうち賞与として支払う部分を設けるか，いかなる割合を賞与とする

かは使用者にその経営判断に基づく一定の裁量が認められるものというべきところ，契

約社員Ｂは，１年ごとに契約が更新される有期契約労働者であり，時聞給を原則として

いることからすれば，年間賃金のうちの賞与部分に大幅な労務の対価の後払いを予定す

べきであるということはできないし，賞与は第１審被告の業績等を踏まえて労使の団体

交渉により支給内容が決定されるものであり，支給可能な賃金総額の配分という制約も

ある」 

「契約社員Ｂに対する賞与の支給額が正社員に対する上記平均支給実績と比較して相当低

額に抑えられていることは否定することができないものの，その相違が直ちに不合理で

あると評価することはできない。」 

 

①日本郵便（佐賀）事件（福岡高判平成３０・５・２４【確定】）・・・・【均衡違反否定】 

②日本郵便（東京）事件（東京高判平成３０・１２・１３【確定】）・・・【均衡違反否定】 

③日本郵便（大阪）事件（大阪高判平成３１・１・２４【確定】）・・・・【均衡違反否定】 

【正社員には夏期・年末手当が支給／時給制契約社員には臨時手当が支給】 

【夏期・年末手当と臨時手当では算定方式が異なる】 

（① 判旨） 

「夏期，年末手当と臨時手当とで算定の基礎となる賃金の性質を異にしていることについ

ては，正社員と時給制契約社員との間で職務の内容並びに職務の内容及び配置の変更の

範囲に相違があることや，賞与の功労報償的な性格や将来の労働への意欲向上としての

性格，有為な人材の獲得・定着を図る必要性があることなどを考慮すると，不合理な差

であるとは認め難く，そもそも算定の基礎となる賃金の考え方が異なっており，単純に

支給の対象となる期間における会社への貢献度のみを勘案して正社員の夏期及び年末手
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当が支給されているわけではないことを踏まえると，一部の係数が相違していることを

取り出して，算定方式に不合理な相違があると認めることはできない。」 

 

井関松山ファクトリー事件（高松高判令和元・７・８）・・・・・・・【均衡違反否定】 

【無期契約労働者には賞与が支給】 

【原告ら（有期契約労働者）には賞与不支給／夏季・冬季に各１０万円程度の寸志支給】 

（判旨） 

「賞与は，月例賃金とは別に支給される一時金であって，労務の対価の後払い，功労報酬，

生活費の補助，労働者の意欲向上等といった多様な趣旨を含み得るものであるところ，

一審被告における賞与も同様の趣旨を含むものと推認され，これを覆すに足りる証拠は

ない。」 

「賞与は，就業規則や労働契約において支給の定めを置かない限り，当然に支給されるも

のではないから，賞与を支給するか否かは使用者の経営及び人事施策上の裁量判断によ

るところ，このような賞与の性格を踏まえ，長期雇用を前提とする正社員（無期契約労

働者）に対し賞与の支給を手厚くすることにより有為な人材の獲得・定着を図るという

一審被告の主張する人事施策上の目的にも相応の合理性が認められることは否定し得な

いというべきである。 

殊に，①一審被告における正社員（無期契約労働者）に適用される賃金規程（証拠略）

を参照する限り，賞与の配分には一定の制約がある一方で（上記賃金規程３５条ただし

書は，賞与の支払について，一審被告の業績不良の場合には『この限りでない。』と定

める。），賞与の配分原資としてどの程度を充てるかについては一審被告に広範な裁量

があることを前提としていること，②一審被告における平成２５年，平成２６年の各夏

季，冬季の賞与支給実績からもうかがわれるとおり，賞与の支給に当たっては，当該労

働者の基本給を基準としつつ，一律額及び成績加算額等を付加する扱いであって，平均

賞与額が約３５万円から約３７万５０００円の範囲で推移していること（補正の上で引

用する原判決の前提事実（２）ウ（ア））からすると，賞与の額につき少なくとも正社

員個人（無期契約労働者）の業績（一審被告の業績に対する貢献）を中心として支給す

るものとまではいい難く，労務の対価の後払いの性格や上記のような人事施策上の目的

を踏まえた従業員の意欲向上策等の性格を有していることがうかがわれるものといえ

る。」 

「これらの事情は，いずれも労働契約法２０条所定の『その他の事情』として考慮される

べき事柄であることはいうまでもなく，加えて補正の上で引用する原判決が説示すると

おり，無期契約労働者と有期契約労働者とでは職務内容等の相違もみられること，また，

有期契約労働者についても，規程はないものの，相当額の賞与（上記の支給実績によれ

ば，無期契約労働者の賞与の約４分の１程度の額）を支給することとしていること，一

審被告の無期契約労働者は基本的に中途採用制度により採用されており，無期契約労働
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者と有期契約労働者の地位は常に固定しているものではなく，一定の流動性が認められ

るなど，有期契約労働者に対する人事政策上の配慮をしていることも認められることか

らすると，有期契約労働者に対しては，無期契約労働者と同額の賞与を支給するものと

はしないとした一審被告の経営判断には相応の合理性を認めることができる。」 

「平成３０年１２月に，働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成

３０年法律第７１号）による改正後の短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改

善等に関する法律（平成５年法律第７６号。なお，法律の題名は上記改正後のもの）１

５条１項等に基づき定められた平成３０年厚生労働省告示第４３０号『短時間・有期雇

用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針』において，現行

の労働契約法２０条の趣旨を採り入れた同法８条及び９条（ただし，これらの条文は当

審口頭弁論終結時において未施行である。）の解釈に関係して，賞与の取扱いについて，

『賞与であって，会社の業績等への労働者の貢献に応じて支給するものについて，通常

の労働者と同一の貢献である短時間・有期雇用労働者には，貢献に応じた部分につき，

通常の労働者と同一の賞与を支給しなければならない。また，貢献に一定の相違がある

場合においては，その相違に応じた賞与を支給しなければならない。』との指針を定め

ていることが認められる（公知の事実）。 

しかしながら，上記認定説示のとおり，一審被告における人事政策上の配慮が労働契

約法２０条所定の『その他の事情』として考慮され得る事柄であることに加え，上記指

針においても，無期契約労働者と有期契約労働者との間で，業務上の目標値の達成，不

達成に係る不利益の有無などに応じて賞与の支給に差違を設けることは許されるものと

されており（同指針における『問題とならない例』参照），本件においては，上記のと

おり，無期契約労働者と有期契約労働者の職務の内容等には相応の差違があることや，

賞与の支給が必ずしも当該労働者の業績，一審被告への貢献のみに着目したものとはい

えないこと，その他，規程にはないものの，無期契約労働者の約４分の１程度の『賞与』

の支給や有期契約労働者からの無期労働契約者への採用など有期契約労働者に対する人

事上の施策等が採られていることなどに照らせば，前記改正法の施行前である現時点に

おいて，一審被告が有期労働契約者に対して無期契約労働者と同様の賞与を支給しない

との取扱いにつき，上記指針の定めを考慮しても，労働契約法２０条に反するものとま

ではいえない。」 

 

［【井関松山製造所事件（高松高判令和元・７・８）も，上記判示とほぼ同様の判断をし

て，賞与の相違は不合理な待遇差とはいえないと判断］ 
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ヤマト運輸（賞与）事件（仙台地判平成２９・３・３０）・・・・・・【均衡違反否定】 

【マネージ社員（期間の定めのない雇用契約を締結している社員）とキャリア社員（１

年以内の期間の定めのある雇用契約を締結している社員）との間の賞与の算定方法（支

給月数と成果査定の仕方）の差異】 

※マネージ社員とキャリア社員は，格付・等級・号棒・業務区分が同じ場合は，基本給（時間単

価），業務インセンティブ，各種手当は同一。キャリア社員の方が月間労働時間数が長い。 

（判旨） 

「マネージ社員とキャリア社員の賞与の支給方法の違いは，支給月数と成果査定の仕方に

あるところ，支給月数の差はマネージ社員より基本給が高いキャリア社員の所定労働時

間比率を乗じることによって，格付，等級，号俸，業務区分が同じ場合のマネージ社員

とキャリア社員の基本給と支給月数を乗じた賞与算定の基礎金額を同一にしようとした

ものであり，またその支給月数の差も格別大きいとはいえないことからすれば，そのこ

とだけで不合理な差異であるということはできない。」 

「査定方法のマネージ社員とキャリア社員の職務の内容及び配置の変更の範囲，具体的に

は転勤，昇進の有無や期待される役割の違いに鑑みれば，長期的に見て，今後現在のエ

リアにとどまらず組織の必要性に応じ，役職に任命され，職務内容の変更があり得るマ

ネージ社員の一般社員について成果加算（参事，業務役職は成果査定）をすることで，

賞与に将来に向けての動機づけや奨励（インセンティブ）の意味合いを持たせることと

していると考えられるのに対し，与えられた役割（支店等）において個人の能力を最大

限に発揮することを期待されているキャリア社員については，絶対査定としその査定の

裁量の幅を 40％から 120％と広いものとすることによって，その個人の成果に応じてよ

り評価をし易くすることができるようにした査定の方法の違いが不合理であるともいえ

ない。」 

「各期の賞与は，その支給方式も含め，Ｙ社労働組合との協議のうえ定められ・・・平成

26年度 12月賞与については，原告が加入する労働組合からも意見を聞き，支給月数及び

配分率について合意している」 

「以上によれば，被告におけるマネージ社員とキャリア社員の賞与の支給方法の差異は，

労働契約法２０条に反する不合理な労働条件の相違であるとは認められない。」 

 

医療法人Ａ会事件（新潟地判平成３０・３・１５）・・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【正規（無期雇用契約）職員には冬期賞与として基本給２か月分が支給】 

【非正規職員には冬期賞与として基本給１か月分が支給】 

（判旨） 

「賞与には，一般に労働の対価としての意味だけでなく，功労報償的意味及び将来の労働

への意欲向上策としての意味があるとされ，勤怠査定に基づいて算定される控訴人にお

ける正規職員の賞与についても同様の意味合いが認められる。期間の定めがなく長期雇
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用を前提とし，将来にわたる勤務の継続が期待される正規職員に対し，労働に対するモ

チベーションや業績に対する貢献度の向上を期待してインセンティブ要素を付与するこ

とには，一定の人事施策上の合理性が認められるから，期間の定めがあり，将来にわた

る勤務の継続が期待される雇用形態となっていない非正規職員との間で相違を設けるこ

と自体が不合理であるということはできない。」 

「正規職員には，賞与を基本配分と成績配分に区分し，成績配分の額により支給総額が増

減する仕組みとする一方，非正規職員には，個別労働契約によって支給額を定額化し，

成績配分の額により支給総額が増減することのない仕組みとしているところ，かかる取

扱いが不合理ということはできない。」 

「正規職員と非正規職員に対して支給された冬期賞与の差額は基本給１か月分程度にすぎ

ず，仮に被控訴人が正規職員として採用された場合と比較しても，年間支給額に占める

差は約 8.25パーセントというのであるから，前記賞与の目的に沿った相違として合理的

に認められる限度を著しく超過しているとはいえない。かえって，非正規職員について

は，控訴人の業績いかんにかかわらず，契約により一定額が夏期賞与及び冬期賞与とし

て支給されるのであるから，不合理性は相応に減殺されるというべきである。」 

 

トーカロ事件（東京地判令和２・５・２０）・・・・・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【Ａコース正社員の賞与（年２回）には年間平均で基本給の約６．２か月分を支給。嘱

託社員の社員には個別決定（原告は基本給の３か月分）した額を支給】 

（判旨） 

「賞与は，月例賃金とは別に支給される一時金であり，労務の対価の後払い，功労報償，

生活費の補助，労働者の意欲向上等の多様な趣旨を含み得るものである上，労使交渉に

おいて基本給を増額する代わりに賞与額を増額することもままみられるなど，基本給と

密接に関連する位置付けのものである。」 

「Ａコース正社員と嘱託社員との間には，職務内容及び配置の変更の範囲に一定の相違が

あること，長期間の雇用が制度上予定され，雇用期間を通じた能力及び役割の向上が期

待されているＡコース正社員に対し，賞与額を手厚くして優秀な人材の獲得や定着を図

ることは，人事上の施策として一定の合理性があること，Ａコース正社員は，年度中に

被告の業績が悪化した場合，賞与を不支給とされ又は嘱託社員よりも低額とされる可能

性があり，嘱託社員の賞与に係る労働条件がＡコース正社員に比して一方的に劣位にあ

るとは必ずしもいえないこと，嘱託社員には正社員への登用制度により正社員との相違

を解消する機会が与えられていることなどの事情を総合すれば，Ａコース正社員と原告

を含む嘱託社員との間における賞与の相違は，不合理であると評価することはできな

い。」 
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北日本放送事件（富山地判平成３０・１２・１９）・・・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【正社員には賞与を支給】 

【再雇用社員には賞与の代わりに寸志支給】 

（判旨） 

「正社員は，被告と組合が協定により妥結した基準に基づき，賞与の支給を受けることと

されているのに対し，再雇用社員は，賞与の支給がなく，その代わりに寸志の支給を受

けることとされていることが認められる。上記労働条件の相違は，再雇用社員と正社員

一般の間におけるものであるから，賞与に関する相違の検討においては，再雇用社員と

正社員を検討の対象とする。」 

「原告が正社員であった平成２７年度の賞与額は２２５万２１８０円・・・であると認め

られ，賞与の不支給による原告と正社員の間の年収の差違は相当程度大きなものといえ

る。しかし，賞与は，月例賃金とは別に支給される一時金であり，労務の対価の後払い，

功労報償，生活費の補助，労働者の意欲向上等といった多様な趣旨を含み得るものであ

るところ，被告においてもおおむねこれと同じ趣旨で賞与の支給がされていることが認

められる」 

「職務の内容等を考慮すれば，功労報償，生活費の補助及び労働者の意欲向上等も趣旨と

する賞与について，再雇用社員と正社員とで異なる扱いをすることも不合理であるとは

いえない事情が存在するといえるし，被告と組合の十分な労使協議の結果を尊重する必

要性があるといえる。また，原告は，被告を定年退職する際，退職金として２１３８万

５８０４円の支給を受けているという事情も認められる。」 

「被告は，再雇用社員の生活を保障するため，給与と給付金及び企業年金を合わせて年収

５００万円程度とすることを想定したものと認められるのであって，再雇用社員の収入

の安定に対する配慮は相応に行われていたといえる。」 

「以上の諸事情を総合すれば，前記のとおり賞与の不支給による差異が相当程度大きいこ

とを踏まえても，正社員に対して賞与を支給する一方で，再雇用社員に対して賞与を支

給しないことを不合理であると評価することはできず，この相違が労働契約法２０条に

定める『不合理と認められるもの』に当たるということはできない。」 
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名古屋自動車学校事件（名古屋地判令和２・１０・２８）・・・・・・・【均衡違反認定】 

（判例集未登載） 

【正職員には賞与支給。嘱託職員（再雇用）には嘱託職員一時金を支給】 

（判旨） 

「原告らは，被告を正職員として定年退職した後に嘱託職員として有期労働契約により再

雇用された者であるが，正職員定年退職時と嘱託職員時でその職務内容及び変更範囲に

は相違がなかった一方，原告らの嘱託職員一時金は，正職員定年退職時の賞与を大幅に

下回る結果，原告らに比ベて職務上の経験に劣り，基本給に年功的性格があることから

将来の増額に備えて金額が抑制される傾向にある若年正職員の賞与をも下回るばかりか，

賃金の総額が正職員定年退職時の労働条件を適用した場合の６０％をやや上回るかそれ

以下にとどまる帰結をもたらしているものであって，このような帰結は，労使自治が反

映された結果でもない以上，賞与が多様な趣旨を含みうるものであること，嘱託職員の

賞与が年功的性格を含まないこと，原告らが退職金を受給しており，要件を満たせば高

年齢雇用継続基本給付金及び老齢厚生年金（比例報酬分）の支給を受けることができた

ことといった事情を踏まえたとしても，労働者の生活保障という観点からも看過し難い

水準に達しているというベきである。」 

「原告らの正職員定年退職時の賞与と嘱託職員時の嘱託職員一時金に係る金額という労働

条件の相違は，労働者の生活保障という観点も踏まえ，原告らの基本給を正職員退職時

の６０％の金額・・・であるとして，各季の正職員の賞与の調整率・・・を乗じた結果

を下回る限度で，労働契約法２０条にいう不合理と認められるものに当たると解するの

が相当である。」 

 

 

ニヤクコーポレーション事件（大分地判平成２５・１２・１０）・・・・【均等違反認定】 

【準社員である原告（準社員の所定労働時間は７時間，正社員は８時間）は，期間１年

の雇用契約を反復更新／準社員は正社員と同じ業務に従事】 

【準社員は正社員と比べて賞与額が年間４０万円以上の差あり】 

※旧パート労働法８条１項（均等待遇・差別的取扱いの禁止）の事案 

（判旨） 

「原告は，通常の労働者と同視すべき短時間労働者に該当すると認められ，年間賞与額に

ついて正社員と準社員に４０万円を超える差を設けることについて合理的な理由がある

とは認められず，このような差別的取扱いは，短時間労働者であることを理由として行

われていると認められる。」 
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（２）退職金 

メトロコマース事件（最三小判令和２・１０・１３）・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【正社員には退職金制度があり，勤続年数等に応じた金額が支給】 

【契約社員Ｂには退職金制度なし】 

（判旨） 

「第１審被告は，退職する正社員に対し，一時金として退職金を支給す

る制度を設けており，退職金規程により，その支給対象者の範囲や支

給基準，方法等を定めていたものである。そして，上記退職金は，本

給 に 勤 続 年 数 に 応 じ た 支 給 月 数 を 乗 じ た 金 額 を 支 給 す る も の と さ れ

ているところ，その支給対象となる正社員は，第１審被告の本社の各

部署や事業本部が所管する事業所等に配置され，業務の必要により配

置転換等を命ぜられることもあり，また，退職金の算定基礎となる本

給は，年齢によって定められる部分と職務遂行能力に応じた資格及び

号 俸 に よ り 定 め ら れ る 職 能 給 の 性 質 を 有 す る 部 分 か ら 成 る も の と さ

れていたものである。このような第１審被告における退職金の支給要

件や支給内容等に照らせば，上記退職金は，上記の職務遂行能力や責

任 の 程 度 等 を 踏 ま え た 労 務 の 対 価 の 後 払 い や 継 続 的 な 勤 務 等 に 対 す

る功労報償等の複合的な性質を有するものであり，第１審被告は，正

社 員 と し て の 職 務 を 遂 行 し 得 る 人 材 の 確 保 や そ の 定 着 を 図 る な ど の

目的から，様々な部署等で継続的に就労することが期待される正社員

に対し退職金を支給することとしたものといえる。」  

「 第１審 原告 らによ り比較 の対 象とさ れた売 店業 務に従 事する 正社 員

と 契約 社員 Ｂである 第１ 審原 告らの 労 働契 約法 ２０条 所 定の 『業 務

の内容及び当該業務に伴う責任の程度』（以下『職務の内容』という。）

をみると，両者の業務の内容はおおむね共通するものの，正社員は，

販 売員 が固 定されて いる 売店 において 休暇 や欠 勤で不在 の販 売員 に

代 わっ て早 番や遅番 の業 務を 行う代務 業務 を担 当してい たほ か， 複

数 の売 店を 統括し， 売上 向上 のための 指導 ，改 善業務等 の売 店業 務

の サポ ート やトラブ ル処 理， 商品補充 に関 する 業務等を 行う エリ ア

マネージャー業務に従事することがあったのに対し，契約社員Ｂは，

売 店業 務に 専従して いた もの であり， 両者 の職 務の内容 に一 定の 相

違 があ った ことは否 定で きな い 。また ，売 店業 務に従事 する 正社 員

に つい ては ，業務の 必要 によ り配置転 換等 を命 ぜられる 現 実 の可 能

性 があ り， 正当な理 由な く， これを拒 否す るこ とはでき なか った の

に 対し ，契 約社員Ｂ は， 業務 の場所の 変更 を命 ぜられる こと はあ っ

て も， 業務 の内容に 変更 はな く，配置 転換 等を 命ぜられ るこ とは な

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000017540937b3eb49ef6e3&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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か った もの であり， 両者 の職 務の内容 及び 配置 の変更の 範囲 （以 下

『変更の範囲』という。）にも一定の相違があったことが否定できな

い。」  

「 売店業 務に 従事す る正社 員が 他の多 数の正 社員 と職務 の内容 及び 変

更 の範 囲を 異にして いた こと について は， 第１ 審被告の 組織 再編 等

に 起因 する 事情が存 在し た も のといえ る。 また ， 第１審 被告 は， 契

約 社員 Ａ及 び正社員 へ段 階的 に職種を 変更 する ための開 かれ た試 験

に よる 登用 制度を設 け， 相当 数の契約 社員 Ｂや 契約社員 Ａを それ ぞ

れ 契約 社員 Ａや正社 員に 登用 していた もの であ る。これ らの 事情 に

つ いて は， 第１審原 告ら と売 店業務に 従事 する 正社員と の労 働条 件

の 相違が 不合 理と認 められ るも のであ るか否 かを 判断す るに当 たり，

労働契約法２０条所定の『その他の事情』（以下，職務の内容及び変

更の範囲と併せて『職務の内容等』という。）として考慮するのが相

当である。」  

「第 １ 審 被 告 の 正 社 員 に 対 す る 退 職 金 が 有 す る 複 合 的 な 性 質 や こ れ を

支給する目的を踏まえて，売店業務に従事する正社員と契約社員Ｂの

職務の内容等を考慮すれば，契約社員Ｂの有期労働契約が原則として

更新するものとされ，定年が６５歳と定められるなど，必ずしも短期

雇用を前提としていたものとはいえず，第１審原告らがいずれも１０

年前後の勤続期間を有していることをしんしゃくしても，両者の間に

退職金の支給の有無に係る労働条件の相違があることは，不合理であ

るとまで評価することができるものとはいえない。」  

「契約社員Ａは平成２８年４月に職種限定社員に改められ，その契約が

無期労働契約に変更されて退職金制度が設けられたものの，このこと

が そ の 前 に 退 職 し た 契 約 社 員 Ｂ で あ る 第 １ 審 原 告 ら と 正 社 員 と の 間

の 退 職 金 に 関 す る 労 働 条 件 の 相 違 が 不 合 理 で あ る と の 評 価 を 基 礎 付

けるものとはいい難い。また，契約社員Ｂと職種限定社員との間には

職務の内容及び変更の範囲に一定の相違があることや，契約社員Ｂか

ら 契 約 社 員 Ａ に 職 種 を 変 更 す る こ と が で き る 前 記 の 登 用 制 度 が 存 在

したこと等からすれば，無期契約労働者である職種限定社員に退職金

制 度 が 設 け ら れ た か ら と い っ て ， 上 記 の 判 断 を 左 右 す る も の で も な

い。」  

「 売店業 務に 従事す る正社 員に 対して 退職金 を支 給する 一方で ，契 約

社 員Ｂ であ る第１審 原告 らに 対してこ れを 支給 しないと いう 労働 条

件 の相 違は ， 労働契 約法 ２０ 条 にいう 不合 理と 認められ るも のに 当

たらないと解するのが相当である。」  

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000017540937b3eb49ef6e3&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000017540937b3eb49ef6e3&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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〔補足意見〕 

「 有 期 契 約 労 働 者 が あ る 程 度 長 期 間 雇 用 さ れ る こ と を 想 定 し て 採 用

されており，有期契約労働者と比較の対象とされた無期契約労働者

との職務の内容等が実質的に異ならないような場合には，両者の間

に 退 職 金 の 支 給 に 係 る 労 働 条 件 の 相 違 を 設 け る こ と が 不 合 理 と 認

められるものに当たると判断されることはあり得るものの，上記に

述べたとおり，その判断に当たっては，企業等において退職金が有

す る 複 合 的 な 性 質 や こ れ を 支 給 す る 目 的 を も 十 分 に 踏 ま え て 検 討

する必要がある。退職金は，その支給の有無や支給方法等につき，

労使交渉等を踏まえて，賃金体系全体を見据えた制度設計がされる

のが通例であると考えられるところ，退職金制度を持続的に運用し

ていくためには，その原資を長期間にわたって積み立てるなどして

用意する必要があるから，退職金制度の在り方は，社会経済情勢や

使用者の経営状況の動向等にも左右されるものといえる。そうする

と，退職金制度の構築に関し，これら諸般の事情を踏まえて行われ

る使用者の裁量判断を尊重する余地は，比較的大きいものと解され

よう。」  

「退職金には，継続的な勤務等に対する功労報償の性格を有する部分

が存することが一般的であることに照らせば，企業等が，労使交渉

を経るなどして，有期契約労働者と無期契約労働者との間における

職 務 の 内 容 等 の 相 違 の 程 度 に 応 じ て 均 衡 の と れ た 処 遇 を 図 っ て い

くことは，同条やこれを引き継いだ短時間労働者及び有期雇用労働

者 の 雇 用 管 理 の 改 善 等 に 関 す る 法 律 ８ 条 の 理 念 に 沿 う も の と い え

る。現に，同条が適用されるに際して，有期契約労働者に対し退職

金に相当する企業型確定拠出年金を導入したり，有期契約労働者が

自 ら 掛 け 金 を 拠 出 す る 個 人 型 確 定 拠 出 年 金 へ の 加 入 に 協 力 し た り

する企業等も出始めていることがうかがわれるところであり，その

他にも，有期契約労働者に対し在職期間に応じて一定額の退職慰労

金を支給することなども考えられよう。」  

〔反対意見〕 

「 第 １ 審 被 告 の 正 社 員 に 対 す る 退 職 金 の 性 質 の 一 部 は 契 約 社 員 Ｂ に

も当てはまり，売店業務に従事する正社員と契約社員Ｂの職務の内

容や変更の範囲に大きな相違はないことからすれば，両者の間に退

職金の支給の有無に係る労働条件の相違があることは，不合理であ

ると評価することができるものといえる。  

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000017540937b3eb49ef6e3&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000017540937b3eb49ef6e3&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000017540937b3eb49ef6e3&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000017540937b3eb49ef6e3&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false


61 

 

 他 方，多数意見も指摘するとおり，第１審被告の正社員に対する

退職金は，職務遂行能力や責任の程度等を踏まえた労務の対価の後

払いの性質も有するものであるし，一般論として，有為な人材の確

保やその定着を図るなどの目的から，継続的な就労が期待される者

に 対 し て 退 職 金 を 支 給 す る 必 要 が あ る こ と は 理 解 す る こ と が で き

る。そして，売店業務に従事する正社員と契約社員Ｂの職務の内容

や変更の範囲に一定の相違があることは否定できず，当該正社員が

他 の 多 数 の 正 社 員 と 職 務 の 内 容 及 び 変 更 の 範 囲 を 異 に し て い た こ

とについて，第１審被告の組織再編等に起因する事情が存在したも

のといえること等も考慮すると，売店業務に従事する正社員と契約

社員Ｂとの間で退職金に係る労働条件に相違があること自体は，不

合理なことではない。退職金制度の構築に関する使用者の裁量判断

を尊重する余地があることにも鑑みると，契約社員Ｂに対し，正社

員 と 同 一 の 基 準 に 基 づ い て 算 定 し た 額 の ４ 分 の １ に 相 当 す る 額 を

超えて退職金を支給しなくとも，不合理であるとまで評価すること

が で き る も の と は い え な い と し た 原 審 の 判 断 を あ え て 破 棄 す る に

は及ばないものと考える。」  

 

 

ニヤクコーポレーション事件（大分地判平成２５・１２・１０）・・・・【均等違反認定】 

【準社員である原告（準社員の所定労働時間は７時間，正社員は８時間）は，期間１年

の雇用契約を反復更新／準社員は正社員と同じ業務に従事】 

【正社員には退職金が支給されるが，準社員には不支給】 

※旧パート労働法８条１項（均等待遇・差別的取扱いの禁止）の事案 

（判旨） 

「原告は，通常の労働者と同視すべき短時間労働者に該当すると認められ，退職金を正社

員に支給し，準社員に支給しないことについて合理的な理由があるとは認められず，こ

のような差別的取扱いは，短時間労働者であることを理由として行われているものと認

められる。」 

 ※上記裁判において，原告側は退職を主張せず，労働契約が存在するものとみなされたこ

とから退職金不支給による損害は認められなかった。 
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京都市立浴場運営財団ほか事件（京都地判平成２９・９・２０）・・・【均等違反認定】 

【正規職員には退職金規程あり／パート・有期雇用の嘱託職員には同規程はなく，退職

金不支給】 

※旧パート労働法８条１項（均等待遇・差別的取扱いの禁止）の事案 

（判旨） 

「嘱託職員であっても主任になる者もいたこと，嘱託職員には他浴場への異動が予定され

ていないにもかかわらず正規職員にはそれが予定されていた等といった事情も認められ

ず，正規職員と嘱託職員との間での人材活用の仕組み，運用が異なっていたわけでもな

いことからすると，原告嘱託職員らは，旧パート法８条１項所定の『その全期間におい

て，正規職員と職務の内容及び配置の変更の範囲が同一の範囲で変更されると見込まれ

るもの』に該当すると認めるのが相当である。」 

「嘱託職員らが，正規職員には退職金が支給されるのに対し，何ら退職金を支給されない

ことについての合理的理由は見当たらない。」 

「嘱託職員らに退職金を支給しないことは，旧パート法８条１項が禁ずる短時間労働者で

あることを理由とした賃金の決定に関する差別的取扱いであり，違法といわなければな

らない。」 

 

（３）褒賞 

メトロコマース事件（東京高判平成３１・２・２０【確定】）・・・・・【均衡違反認定】 

【正社員には勤続１０年に表彰状と３万円／定年退職時に感謝状と５万円相当の記念品

が贈られる】 

【契約社員Ｂには上記褒賞なし】 

（判旨） 

「褒賞取扱要領・・・によれば，褒賞は，『業務上特に顕著な功績があった社員に対して褒

賞を行う』と定められていることが認められるが，実際には勤続１０年に達した正社員

には一律に表彰状と３万円が贈られており・・・，上記要件は形骸化しているというこ

とができる。」 

「そうであるとすれば，業務の内容にかかわらず一定期間勤続した従業員に対する褒賞と

いうことになり，その限りでは正社員と契約社員Ｂとで変わりはない。そして，契約社

員Ｂについても，その有期労働契約は原則として更新され，定年が６５歳と定められて

おり，長期聞勤続することが少なくない」 

「労働条件の相違は，不合理であると評価することができるから，労働契約法２０条にい

う不合理と認められるものに当たると解するのが相当である。」  

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82a41000001679e058cc28d8dbe72&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82a41000001679e058cc28d8dbe72&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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Ⅶ．休暇・福利厚生等 

 

（１）年休の日数（算定方法） 

大阪医科薬科大学事件（大阪高判平成３１・２・１５【確定】）・・・・【均衡違反否定】 

【正職員とアルバイト職員で年休の算定方法が相違（採用日が同一だと正社員が１日多

い）】 

（判旨） 

 「当裁判所も，年休の日数に１日の相違が生ずるとしても，これを労契法２０条に違反

する不合理な待遇差であるということはできないと判断する。その理由は，原判決「事

実及び理由」の第５の４（４）に記載のとおりであるから，これを引用する。」 

 

＊［原審（大阪地判平成３０・１・２４労経速２３４７号１８頁）の判旨］ 

「正職員について，当初の２年内において年休付与日数を調整し，採用から２年以内に

到来する最後の年始以降，年休付与日を毎年１月１日として，一律に扱うという手続

を採用している理由は，被告の正職員が，被告において長期にわたり継続して就労す

ることが想定されていることに照らし，年休手続の省力化や事務の簡便化を図るとい

う点にある」 

「アルバイト職員については，雇用期間が一定しておらず，また，更新の有無について

も画一的とはいえない上，必ずしも長期間継続した就労が想定されているとは限らず，

年休付与日を特定の日に調整する必然性に乏しいことから，個別に年休の日数を計算

するものとしたと考えられる。」 

「正職員とアルバイト職員との間における年休日数の算定方法の相違については，一定

の根拠がある上，その結果として付与される年休の相違の日数は，原告の計算におい

ても１日であるという点をも併せ鑑みると，同相違が労契法２０条に違反する不合理

な労働条件の相違であるとまでいうことはできない」 

 

（２）特別休暇（夏期・冬期） 

①日本郵便（佐賀）事件（最一小判令和２・１０・１５）・・・・・・【均衡違反認定】 

②日本郵便（東京）事件（最一小判令和２・１０・１５）・・・・・・【均衡違反認定】 

③日本郵便（大阪）事件（最一小判令和２．１０・１５）・・・・・・【均衡違反認定】 

【正社員には夏期休暇及び冬期休暇あり／時給制契約社員にはなし】 

（①の判旨） 

「郵 便 の 業 務 を 担 当 す る 正 社 員 に 対 し て 夏 期 冬 期 休 暇 が 与 え ら れ て い

るのは，年次有給休暇や病気休暇等とは別に，労働から離れる機会を

与えることにより，心身の回復を図るという目的によるもの であると

解され，夏期冬期休暇の取得の可否や取得し得る日数は上記正社員の

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad6a473000001679dc58cc72751d54c&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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勤続期間の長さに応じて定まるものとはされていない。そして，郵便

の業務を担当する時給制契約社員は，契約期間が６か月以内とされる

など，繁忙期に限定された短期間の勤務ではなく，業務の繁閑に関わ

らない勤務が見込まれているのであって，夏期冬期休暇を与える趣旨

は，上記時給制契約社員にも妥当するというべきである。」  

「 郵便の 業務 を担当 する正 社員 と同業 務を担 当す る時給 制契約 社員 と

の 間に 労働 契約法２ ０条 所定 の職務の 内容 や当 該職務の 内容 及び 配

置 の変 更の 範囲その 他の 事情 につき相 応の 相違 がある こ と等 を考 慮

し ても ，両 者の間に 夏期 冬期 休暇に係 る労 働条 件の相違 があ るこ と

は，不合理であると評価することができるものといえる。」  

  

（②の判旨） 

「第１審被告における夏期冬期休暇は，有給休暇として所定の期間内

に所定の日数を取得することができるものであるところ，郵便の業

務を担当する時給制契約社員である第１審原告らは，夏期冬期休暇

を与えられなかったことにより，当該所定の日数につき，本来する

必要のなかった勤務をせざるを得なかったものといえるから，上記

勤 務 を し た こ と に よ る 財 産 的 損 害 を 受 け た も の と い う こ と が で き

る。当該時給制契約社員が無給の休暇を取得したか否かなどは，上

記損害の有無の判断を左右するものではない。」  

「 郵便 の業 務を担当 する 時給 制契約社 員で ある 第１審 原 告ら につ い

て ， 無給 の休 暇を取 得 した など の事実 の 主張 立証 がない と して ，

夏 期 冬期 休暇 を与え ら れな いこ とによ る 損害 が生 じたと は いえ な

い と した 原審 の判断 に は， 不法 行為に 関 する 法令 の解釈 適 用を 誤

った違法がある。」 

 

大阪医科薬科大学事件（大阪高判平成３１・２・１５【確定】）・・・・【均衡違反認定】 

【正職員には５日間の夏季特別休暇あり／アルバイト職員にはなし】 

（判旨） 

「わが国の蒸し暑い夏においては，その時期に職務に従事することは体力的に負担が大き

く，休暇を付与し，心身のリフレッシュを図らせることには十分な必要性及び合理性が

認められる。また，いわゆる旧盆の時期には，お盆の行事等で多くの国民が帰省し，子

供が夏休みであることから家族旅行に出かけることも多いことは，公知の事実といえる。

このため，官公署や企業が夏期の特別休暇制度を設けていることも，公知の事実である。」 

「被控訴人における夏期特別有給休暇が，このような一般的な夏期特別休暇とその趣旨を

異にするとうかがわせる事情はない。」 

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad628330000017545c1e2c8496457d6&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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「アルバイト職員であってもフルタイムで勤務している者は，職務の違いや多少の労働時

間（時間外勤務を含む。）の相違はあるにせよ，夏期に相当程度の疲労を感ずるに至るこ

とは想像に難くない。そうであれば，少なくとも，控訴人のように年間を通してフルタ

イムで勤務しているアルバイト職員に対し，正職員と同様の夏期特別有給休暇を付与し

ないことは不合理であるというほかない。」 

 

（３）病気休暇 

①日本郵便（東京）事件（最一小判令和２・１０・１５）・・・・・・・【均衡違反認定】 

②日本郵便（大阪）事件（大阪高判平成３１・１・２４【確定】）・・・・【均衡違反認定】 

【正社員の病気休暇は有給／時給制契約社員は無給】 

（①の判旨） 

「私 傷 病 に よ り 勤 務 す る こ と が で き な く な っ た 郵 便 の 業 務 を 担 当 す る

正社員に対して有給の病気休暇が与えられているのは，上記 正社員が

長期にわたり継続して勤務することが期待されることから，その生活

保障を図り，私傷病の療養に専念させることを通じて，その継続的な

雇用を確保するという目的によるもの と考えられる。このように，継

続 的 な 勤 務 が 見 込 ま れ る 労 働 者 に 私 傷 病 に よ る 有 給 の 病 気 休 暇 を 与

えるものとすることは，使用者の経営判断として尊重し得るものと解

される。」  

「 上記目 的に 照らせ ば，郵 便の 業務を 担当す る時 給制契 約社員 につ い

て も， 相応 に継続的 な勤 務が 見込まれ るの であ れば，私 傷病 によ る

有 給の 病気 休暇を与 える こと とした趣 旨は 妥当 する とい うべ きで あ

る。」  

「 時給制 契約 社員は ，契約 期間 が６か 月以内 とさ れてお り，第 １審 原

告 らの よう に有期労 働契 約の 更新を繰 り返 して 勤務する 者が 存す る

な ど ， 相 応 に 継 続 的 な 勤 務 が 見 込 ま れ て い る と い え る 。 そ う す る

と ・・ ・上 記正社員 と上 記時 給制契約 社員 との 間に 労働 契約 法２ ０

条 所定 の職 務の内容 や当 該職 務の内容 及び 配置 の変更の 範囲 その 他

の 事情 につ き相応の 相違 があ ること等 を考 慮し ても， 私 傷病 によ る

病 気休 暇の 日数につ き相 違を 設けるこ とは とも かく，こ れを 有給 と

す るか 無給 とするか につ き労 働条件の 相違 があ ることは ，不 合理 で

あると評価することができるものといえる。」  

「 私傷病 によ る病気 休暇と して ，郵便 の業務 を担 当する 正社員 に対 し

て 有給 休暇 を与える もの とす る一方で ，同 業務 を担当す る時 給制 契

約 社員 に対 して無給 の休 暇の みを与え るも のと するとい う労 働条 件

の 相違 は， 労働契約 法２ ０条 にいう不 合理 と認 められる もの に当 た

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad628330000017545c1e2c8496457d6&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad628330000017545c1e2c8496457d6&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad628330000017545c1e2c8496457d6&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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ると解するのが相当である。」  

  

※②日本郵便（大阪）事件は，「長期雇用を前提とする正社員と原則として短期雇用を前

提とする本件契約社員との間で，病気休暇について異なる制度や運用を採用すること

自体は，相応の合理性があるというべきであり，一審被告における本件契約社員と本

件比較対象正社員との間で病気休暇の期間やその間有給とするか否かについての相違

が存在することは，直ちに不合理であると評価することはできない」とした上で，原

告らの休暇（契約期間を通算した期間が５年を超えた以降の休暇）に関する待遇差は

不合理とした。 

 

日本郵便（休職）事件（東京高判平成３０・１０・２５）・・・・・・・【均衡違反否定】 

【正社員には勤続年数に従って９０日又は１８０日の有給の病気休暇が付与】 

【時給制契約社員は無給の病気休暇が１０日】 

（判旨） 

「病気休暇は，労働者の健康保持のため，私傷病によって勤務することができない場

合に療養に専念させるための制度であり，正社員の病気休暇に関し，これを有給の

ものとしている趣旨は，正社員として継続して就労をしてきたことに対する評価の

観点，今後も長期にわたって就労を続けることによる貢献を期待し，有為な人材の

確保，定着を図るという観点，正社員の生活保障を図るという観点によるものと解

することができ，一般職の職務の内容等について，前記（５）【注】において説示

したところに照らしても，一定の合理的な理由があるものと認められる。」 

「時給制契約社員については，期間を６か月以内と定めて雇用し，長期間継続した雇

用が当然に想定されるものではなく，上記の継続して就労をしてきたことに対する

評価の観点，有為な人材の確保，定着を図るという観点が直ちに当てはまるものと

はいえない。また，社員の生活保障を図るという観点について，上記（５）【注】

認定の事情から判断することは難しいものの，被控訴人においては，期間雇用社員

の私傷病による欠務について，私傷病による欠務の届出があり，かつ診断書が提出

された場合には，承認欠勤として処理されており，欠勤ではあるものの無断欠勤で

はなく，問責の対象としない取扱いがされており，控訴人についても，これに従っ

て手続がされている（証拠略）。そして，このような場合に，社会保険に加入して

いる期間雇用社員については，一定の要件の下で傷病手当金を受給することができ

るため，著しい欠務状況でない限り，事実上は，ある程度の金銭的補てんのある療

養が相当な期間にわたって可能な状態にあるという事情があるものと認められる。」 

「以上によれば，被控訴人において，正社員について９０日又は１８０日までの有給

の病気休暇を付与し，時給制契約社員については１０日の無休の病気休暇を認める

のみであることについて，その相違が，職務の内容，当該職務の内容及び配置の変
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更の範囲その他の事情に照らして，不合理であると評価することができるとまでは

いえないというべきである。」 

「控訴人は，被控訴人の期間雇用社員（時給制契約社員）と正社員との間の待遇格差

の不合理性について，別件東京地裁判決の示した病気休暇に関する正社員と時給制

契約社員との間の相違は不合理なものであるとする考え方は相当であるところ，こ

の考え方に則れば，期間雇用社員（時給制契約社員）にも正社員休職制度が適用又

は準用されて当然である旨主張する。 

しかしながら，正社員のうちの一般職と時給制契約社員とを比較すると，その職

務の内容，当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情については，一定の

相違があるものと認められ，正社員について有給の病気休暇を付与し，休職制度を

設けることには有為な人材の確保，定着を図る等の観点から，一定の合理的な理由

があり，被控訴人において，正社員について９０日又は１８０日までの有給の病気

休暇及び休職制度を認め，時間給制契約社員については１０日の無給休暇を認める

のみで，休職を認める扱いとしていないことについて，その相違が，職務の内容，

当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情に照らして，不合理であると評

価することができるとまではいえない」 

 

【注】（５）の判示〔抜粋〕 

 

「正社員のうちの一般職と時給制契約社員との間には，その業務の内容自体につ

いては，前者について郵便内務等の標準的な業務に従事するとされ，後者につ

いて特定の定型業務に従事するとされ，大きな違いはないが，期待される習熟

度やスキルは異なり，一般職は勤務年数を重ねた後には応用的な能力，後輩へ

の助言の能力等が求められるという違いがあり，業務に伴う責任の程度につい

ても相応の違いがあるものと認められる。」 

「職務の内容及び配置の変更の範囲についてみると，一般職については，前記ア

認定のとおり人事ローテーションの観点からの業務の変更があり，異動につい

ても，『配属エリアを中心とした「原則，転居を伴う転勤のない範囲」』・・・

とされているのであり，職場及び職務内容を特定して採用された時給制契約社

員とは相違がある。」 

「被控訴人においては，正社員についてコース転換制度があり，一般職について

も，勤続期間や勤務成績等の一定の要件を満たす者は選考プロセスにより地域

基幹職にコース転換をすることが可能であり，現に，地域基幹職の新規補充人

員の約３分の１程度は，一般職からのコース転換により確保されている・・・。

これに対し，時給制契約社員についても，勤続年数や勤務成績の要件を満たし，

被控訴人による選考に合格した場合には，月給制契約社員や正社員となる制度
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があり，実際に，平成２６年度と平成２７年度に正社員登用試験に合格した時

給制契約社員の合計は，応募者数１万５４９４人の約３割に当たる４３０１人

であった・・・が，他方，時給制契約社員の大半は採用後短期間で退職してお

り，平成２８年度には，勤続３年以内で退職した時給制契約社員は全体の７割

以上，勤続１年以内で退職した時給制契約社員は全体の５割以上であった」。 

「以上のとおり，正社員のうちの一般職と時給制契約社員とを比較すると，その

職務の内容，当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情については，

一定の相違があるものと認められる。」 

 

 

（４）出産休暇・出産手当金 

社会福祉法人青い鳥事件（東京地判令和２・２・１３）・・・・・・【均衡違反否定】 

(労働判例 1222 号３８頁) 

【出産休暇・出産手当金の相違】 

 

「有期契約職員は管理職への登用や組織運営面への関与が予定されておらず，業務内容及

びその変更の範囲について，無期契約職員とは職務上の違いがあるということができる。」 

「被告において．将来グレード６以上の職位に就き，運営面において中核になる可能性の

ある女性のソーシャルワーカー正社員が，出産を機に仕事を辞めることを防止し，その

人材を確保することは，組織運営上の課題であったと認められる。・・・本件出産休暇は，

無期契約職員に対し，労働基準法６５条１項及び同２項が定める産前６週，産後８週の

出産休暇に加え，さらに産前２週の出産休暇を付与するものであり，本件出産手当金は，

通常の給与を全額支給するものである。この場合，健康保険法１０８条２項により，本

件出産手当金の支給を受ける職員には，健康保険法１０２条１項，同２項，同法９９条

２項及び同３項に基づいて支給される標準報酬月額の３分の２に相当する金額の出産手

当金は支給されないこととなるから，結局，上記制度は，使用者である被告の出捐によ

り，無期契約職員の範囲において，出産時の経済的支援等を一部（標準報酬月額の３分

の１に相当する金額分）手厚くする内容となっている。」 

「無期契約職員の職務内容・・・に加え，被告における女性職員の比率の多さや，本件出

産休暇及び本件出産手当金の内容・・・に照らすと，これらの制度が設けられた目的に

は，被告の組織運営の担い手となる職員の離職を防止し，人材を確保するとの趣旨が含

まれるものと認められる。」 

「本件出産休暇及び本件出産手当金の制度は，有期契約職員を，無期契約職員に比して不

利益に取り扱うことを意図するものということはできず，その趣旨が合理性を欠くとは

認められない。これに加え,無期契約職員と有期契約職員との実質的な相違が，基本的に

は，２週間の産前休暇期間及び通常の給与額と健康保険法に基づく出産手当金との差額
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部分に留まること・・・を併せ考えると，本件出産休暇及び本件出産手当金に係る労働

条伴の相違は，無期契約職員及び有期契約職員の処遇として均衡を欠くとまではいえな

い。」 

「ソーシャルワーカー正社員を含む無期契約職員の離職防止を図りつつ,有期契約職員との

労働条件の相違を生じさせないために，有期契約職員を含む全職員に対し，本件出産休

暇及び本件出産手当金の付与を行うことも合理的な一方策であるということはできるが，

上記のとおり，本件出産休暇及び本件出産手当金の支給は，被告の相応の経済的負担を

伴うものであって，本件出産休暇及び本件出産手当金の目的に照らし，これをいかなる

範囲において行うかは被告の経営判断にも関わる事項である。本件出産休暇及び本件出

産手当金の制度を，有期契約職員を含む全職員に対し適用しない限り違法であるとする

ことは，被告に対し，無期契約職員を含め全職員に対しこれらの制度を提供しないとの

選択を強いることにもなりかねず，かえって，女性の社会参画や男性との間での格差の

是正のための施策を後退させる不合理な事態を生じさせるというべきである。」 

「本件出産休暇及び本件出産手当金に係る労働条件の相違は，これが不合理であると評価

することができるものということはできず，労働契約法２０条に違反するものではない。」 

 

（５）休職 

日本郵便（休職）事件（東京高判平成３０・１０・２５）・・・・・・・【均衡違反否定】 

【正社員には，３年以内で必要な期間の休職（平成２９年４月１日以降は無期転換社員

にも１年以内の休職）】 

【時給制契約社員には，休職制度の規定なし】  

（判旨） 

「休職制度の有無についても，正社員に関しては，前記ア※病気休暇における判旨参照

に説示したところと同様の理由により，有為な人材の確保，定着を図るという観点か

ら制度を設けているものであり，合理性を有するものと解されるところ，時給制契約

社員については，６か月の契約期間を定めて雇用され，長期間継続した雇用が当然に

想定されるものではないのであり，休職制度を設けないことについては，不合理なこ

ととはいえない。したがって，この点に関しても，この相違は，職務の内容，当該職

務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情に照らして，不合理であると評価するこ

とができるとまではいえないというべきである。」 
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（６）私傷病欠勤（欠勤中の賃金・休職給） 

大阪医科薬科大学事件（最三小判令和２・１０・１３）・・・・・・・【均衡違反否定】 

【正職員は私傷病欠勤で６か月は賃金全額が支給，６か月経過後も賃金の２割の休職給 

が支給】 

【アルバイト職員には，上記のような補償や休職規程の適用なし】 

（判旨） 

「第１審被告が，正職員休職規程において，私傷病により労務を提供す

ることができない状態にある正職員に対し給料（６か月間）及び休職

給（休職期間中において標準給与の２割）を支給することとしたのは，

正職員が長期にわたり継続して就労し，又は将来にわたって継続して

就労することが期待されることに照らし，正職員の生活保障を図ると

ともに，その雇用を維持し確保するという目的によるものと解される。

こ の よ う な 第 １ 審 被 告 に お け る 私 傷 病 に よ る 欠 勤 中 の 賃 金 の 性 質 及

びこれを支給する目的に照らすと，同賃金は，このような職員の雇用

を維持し確保することを前提とした制度であるといえる。」  

「 正職員 が配 置され ていた 教室 では病 理解剖 に関 する遺 族等へ の対 応

や 部門 間の 連携を要 する 業務 等が存在 し， 正職 員は正職 員就 業規 則

上 人事 異動 を命ぜら れる 可能 性がある など ，教 室事務員 であ る正 職

員 とア ルバ イト職員 との 間に は職務の 内容 及び 変更の範 囲に 一定 の

相 違が あっ たことは 否定 でき ない。さ らに ，教 室事務員 であ る正 職

員 が， 極め て少数に とど まり ，他の大 多数 の正 職員と職 務の 内容 及

び 変更 の範 囲を異に する に至 っていた こと につ いては， 教室 事務 員

の 業務の 内容 や人員 配置の 見直 し等に 起因す る事 情が 存 在した ほか，

職 種を 変更 するため の試 験に よる登用 制度 が設 けられて いた とい う

事情が存在するものである。」  

「 このよ うな 職務の 内容等 に係 る事情 に加え て， アルバ イト職 員は ，

契 約期 間を １年以内 とし ，更 新される 場合 はあ るものの ，長 期雇 用

を 前提 とし た勤務を 予定 して いるもの とは いい 難いこと にも 照ら せ

ば ，教 室事 務員であ るア ルバ イト職員 は， 上記 のように 雇用 を維 持

し 確保 する ことを前 提と する 制度の趣 旨が 直ち に妥当す るも のと は

い えな い。 また，第 １審 原告 は，勤務 開始 後２ 年余りで 欠勤 扱い と

な り， 欠勤 期間を含 む在 籍期 間も３年 余り にと どま り， その 勤続 期

間 が相 当の 長期間に 及ん でい たとはい い難 く， 第１審原 告の 有期 労

働 契約 が当 然に更新 され 契約 期間が継 続す る状 況にあっ たこ とを う

か がわ せる 事情も見 当た らな い 。した がっ て， 教室事務 員で ある 正

職 員と 第１ 審原告と の間 に私 傷病によ る欠 勤中 の賃金に 係る 労働 条
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件 の相 違が あること は， 不合 理である と評 価す ることが でき るも の

とはいえない。」  

「 本件大 学の 教室事 務員で ある 正職員 に対し て私 傷病に よる欠 勤中 の

賃 金を 支給 する一方 で， アル バイト職 員で ある 第１審原 告に 対し て

こ れを 支給 しないと いう 労働 条件の相 違は ， 労 働契約法 ２０ 条 に い

う不合理と認められる も のに 当た らな いと 解 する のが 相当 であ る。」 

 

 

（７）医療費補助 

大阪医科薬科大学事件（大阪高判平成３１・２・１５【確定】）・・・・・【均衡違反否定】 

【附属病院の医療費補助措置の対象者にアルバイト職員を含めずに運用】 

（判旨） 

「附属病院受診の際の医療費補助措置は，恩恵的な措置というべきであって，労働条件に

含まれるとはいえず，正職員とアルバイト職員との間の相違は労契法２０条に違反する

不合理な労働条件の相違とはいえない」 

「同制度は，被控訴人との一定の関係を有する者に恩恵的に施されるものであって，労働

契約の一部として何らかの対価として支出されるものではないというべきである。」 

「医療費補助措置の対象者が必ずしも労働契約の当事者のみに限られず，被控訴人の学生

等広範な者が対象となっていることからすれば，これを労働契約の内容とみることは困

難といわざるを得ない。」 

 

 

（８）祝金 

北日本放送事件（富山地判平成３０・１２・１９）・・・・・・・・・・【均衡違反否定】 

【定年退職後の祝金の金額が定年退職前よりも低額】 

（判旨） 

「被告の賃金規定及び再雇用者就業規則上，祝金に関する定めはなく，被告における記念

年度等において，被告の決算状況等に鑑み，従業員に対する祝儀の趣旨で祝金を支給す

ることがあるというものであることが認められる。」 

「そうすると，祝金は，専ら被告の裁量に基づき支給されるものであって，これが労働契

約法２０条にいう『労働契約の内容である労働条件』に当たるとはいえず，祝金の支給

に関する有期契約労働者と無期契約労働者の相違について同条の適用は問題とならな

い。」 

「労働契約の内容である労働条件とはいえない会社の従業員に対する給付であっても，そ

れが同条の趣旨の潜脱に当たると評価し得るような特段の事情があるような場合には，

当該給付の当否につき問題とする余地はあるものと考えられる。しかし，・・・原告が正

https://go.westlawjapan.com/wljp/app/doc?rs=WLJP.1.0&vr=1.0&srguid=i0ad82b440000017540937b3eb49ef6e3&spos=1&epos=1&page=0&frmAlrt=false
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社員であった平成２４年度から平成２７年度までは毎年２０万円が，再雇用社員となっ

た後の平成２９年３月には３万円が，平成３０年３月にも一定額が祝金として支給され

たという事情を踏まえても，・・・職務の内容等に照らせば，祝金の支給に関して労働契

約法２０条の趣旨の潜脱に当たると評価し得るような特段の事情があるとは認められな

い。」 
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【ＭＥＭＯ】 

 

 


